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調査対象および回答企業の内訳(1)
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企業の事業戦略や関係機関の施策立案に
役立つ情報を広く提供することを目的に日系企
業の活動の実態や事業環境を把握すること。

 中国､香港､台湾､韓国に進出している日系
企業のうち､日本側による直接・間接資本の合
計が10%以上の企業。
 香港の製造業企業については香港域内で
製造を行う法人のみを対象としている。

 2009年(平成21年)9月1日～10月31日
(※ASEAN､南西アジア､オセアニアは10月15日まで)

調査目的

調査対象

調査時期

調査対象
企業数

回答企業数

合計 製造業 非製造業

総数 7,021 2,990 100.0 1,613 1,377 42.6

中国

台湾

韓国

香港

北東アジア 計

1,367 579 19.4 388 191 42.4

223 106 3.6 61 45 47.5

103 81 2.7 44 37 78.6

95 67 2.2 11 56 70.5

1,788 833 27.8 504 329 46.6

ベトナム

タイ

マレーシア

シンガポール

290 143 4.8 92 51 49.3

1,572 704 23.6 417 287 44.8

903 270 9.0 166 104 29.9

742 221 7.4 58 163 29.8

ミャンマー

フィリピン

インドネシア

19 17 0.6 6 11 89.5

298 130 4.4 89 41 43.6

455 129 4.3 87 42 28.4

ASEAN 計 4,279 1,614 54.0 915 699 37.7

バングラデシュ

インド

スリランカ

パキスタン

45 24 0.8 17 7 53.3

347 177 5.9 79 98 51.0

64 27 0.9 19 8 42.2

33 26 0.9 13 13 78.8

南西アジア 計 489 254 8.5 128 126 51.9

ニュージーランド

オーストラリア 353 218 7.3 50 168 61.8

112 71 2.4 16 55 63.4

オセアニア 計 465 289 9.7 66 223 62.2

有効
回答率構成比

内訳

 北東アジア4カ国・地域､ASEAN７カ国､南
西アジア4カ国､オセアニア2カ国の計17カ国・
地域で調査を実施。
 本資料は､北東アジア４カ国・地域を対象
に行ったアンケート結果(有効回答数833社､
有効回答率46.6%)を「中国・香港・台湾・韓
国編」としてまとめたものである。
 一部の設問で参考値としてASEAN､イン
ド等のデータを併記した。
 図表の数値は四捨五入しているため､合
計が必ずしも100%とはならない。
 台湾での調査については､財団法人交流
協会の協力を得て実施した。

備考

(社、%)



調査対象および回答企業の内訳(2)
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(注)中国の省市別の調査結果は回答企業数20社以上の省市、業種別の調

査結果は各設問の有効回答５社以上の業種を掲載した。このため、掲載業
種・省市の回答企業数の合計は総数を下回る。

中国

計 遼寧省 北京市 天津市 山東省 江蘇省 上海市 広東省 その他

回答企業数 579 66 58 20 93 39 115 157 31 

構成比(%) 100.0 11.4 10.0 3.5 16.1 6.7 19.9 27.1 5.4 

  回答企業数 構成比(%)

 製造業 小計 388 67.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

食品・農水産加工品 39 6.7 

繊維(紡績・織物・化学繊維) 11 1.9 

衣服・繊維製品 18 3.1 

木材・木製品 4 0.7 

家具・インテリア製品 3 0.5 

紙・パルプ 3 0.5 

化学品・石油製品 17 2.9 

プラスチック製品 24 4.1 

医薬品 4 0.7 

ゴム製品 7 1.2 

窯業・土石 6 1.0 

鉄鋼(鋳鍛造品を含む) 8 1.4 

非鉄金属 5 0.9 

金属製品(メッキ加工を含む) 21 3.6 

一般機械(金型・機械工具を含む) 20 3.5 

電気機械・電子機器 42 7.3 

電気・電子部品 59 10.2 

輸送用機器（自動車・二輪車） 7 1.2 

輸送用機器部品（自動車・二輪車） 30 5.2 

精密機械 14 2.4 

医療機器 2 0.3 

印刷・出版 3 0.5 

その他製造業 41 7.1 

  回答企業数 構成比(%)

 非製造業 小計 191 33.0 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

漁・水産業 - -

農・林業 1 0.2 

鉱業 - -

流通 4 0.7 

商社 42 7.3 

販売会社 33 5.7 

銀行 8 1.4 

保険 3 0.5 

証券 - -

運輸・倉庫 17 2.9 

不動産 6 1.0 

法務・税務 1 0.2 

ホテル・旅行・外食 5 0.9 

通信・ソフトウエア 18 3.1 

建設・プラント 5 0.9 

その他サービス業 48 8.3 

中国 省市別構成比

中国 業種別構成比



 2009年の営業利益見込みについて､「黒字」と回
答した企業の割合は57.6%。

 国・地域別にみると､台湾(74.5%)､香港(68.7%)､韓
国(67.9%)で「黒字」と回答した企業の割合が約７
割と高い。

 設立年別にみると､設立年が早いほど黒字企業の割
合が高い傾向。

 黒字と回答した企業の割合が高い台湾､香港､韓国
は企業の進出時期が相対的に早く､初期投資を回収
し黒字化が進んでいる企業が多いことが背景にあ
るとみられる。

１．営業利益(1)
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09年営業利益見通し(国・地域別､設立年別)

57.6 

74.5 

68.7 

67.9 

51.8 

57.1 

43.7 

20.0 

8.5 

22.4 

16.1 

22.4 

19.8 

22.4 

22.4 

17.0 

9.0 

16.1 

25.8 

23.2 

33.9 

総数(n=831社)

台湾(n=106社)

香港(n=67社)

韓国(n=81社)

中国(n=577社)

(ASEAN)(n=1,602社)

(インド)(n=174社)

0 40 6020 80 100
(%)

台湾

香港 中国

韓国 ASEAN

インド

69.2 

71.4 

72.7 

66.7 

42.9 

7.7 

14.3 

18.2 

16.7 

42.9 

23.1 

14.3 

9.1 

16.7 

14.3 

～90年(n=26社)

91～95年(n=14社)

96～00年(n=22社)

01～05年(n=12社)

06～09年(n=7社)

75.6 

71.4 

42.9 

50.0 

33.3 

17.1 

21.4 

28.6 

50.0 

66.7 

7.3 

7.1 

28.6 

～90年(n=41社)

91～95年(n=14社)

96～00年(n=7社)

01～05年(n=2社)

06～09年(n=3社)

76.1 

76.9 

75.0 

42.9 

100.0 

9.9 

15.4 

14.1 

7.7 

25.0 

57.1 

～90年(n=71社)

91～95年(n=13社)

96～00年(n=12社)

01～05年(n=7社)

06～09年(n=3社)

53.3 

60.7 

61.1 

51.1 

35.1 

16.7 

18.0 

21.1 

24.0 

24.7 

30.0 

21.3 

17.8 

24.9 

40.2 

～90年(n=30社)

91～95年(n=122社)

96～00年(n=90社)

01～05年(n=233社)

06～09年(n=97社)

66.4 

56.1 

58.8 

52.4 

33.3 

17.3 

20.7 

19.4 

20.6 

22.8 

15.8 

22.4 

21.5 

27.0 

42.6 

～90年(n=538社)

91～95年(n=294社)

96～00年(n=335社)

01～05年(n=252社)

06～09年(n=162社)

78.6 

50.0 

52.4 

47.2 

28.6 

7.1 

30.0 

35.7 

22.2 

15.7 

14.3 

20.0 

11.9 

27.8 

52.9 

～90年(n=14社)

91～95年(n=10社)

96～00年(n=42社)

01～05年(n=36社)

06～09年(n=70社)

国・地域別

設立年別

黒字 均衡 赤字

0 50 100
(%)

0 50 100
(%)

0 50 100
(%)

0 50 100
(%)

0 50 100
(%)

0 50 100
(%)



 時系列でみると､「黒字」と回答
した企業の割合は､07年の70.8%､
08年の64.1%から減少している。

 台湾､香港は､09年に「黒字」と回
答した企業の割合が微増。他方､
韓国､中国は２年続けて「黒字」
と回答した企業の割合が低下。

１．営業利益(2)
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黒字企業の割合の推移

40 
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2007 2008 2009

総数 台湾 香港 韓国

中国 (ASEAN) (インド)

2007 2008 2009

総 数 70.8 64.1 57.6 

台湾 88.8 72.4 74.5 

香港 77.3 68.1 68.7 

韓国 88.4 79.0 67.9 

中国 62.3 59.4 51.8 

(ASEAN) 68.7 67.2 57.1 

(インド) 76.4 50.0 43.7 

国・地域別

(%)

(%)



61.5 

53.5 

50.5 

50.3 

50.0 

49.2 

45.0 

15.4 

23.7 

20.4 

24.2 

15.5 

27.7 

20.0 

23.1 

22.8 

29.0 

25.5 

34.5 

23.1 

35.0 

江蘇省(n=39社)

上海市(n=114社)

山東省(n=93社)

広東省(n=157社)

北京市(n=58社)

遼寧省(n=65社)

天津市(n=20社)

１．営業利益(3)
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09年営業利益見通し(中国 所在省市別､従業員規模別)

40.1 

45.4 

55.6 

54.8 

69.1 

70.4 

24.6 

24.7 

25.3 

18.3 

18.2 

16.7 

35.3 

29.9 

19.2 

26.9 

12.7 

13.0 

0～49人(n=167社)

50～99人(n=97社)

100～199人(n=99社)

200～499人(n=104社)

500～999人(n=55社)

1000人～(n=54社)

 中国について､2009年
の営業利益見込みを
「黒字」と回答した企
業の割合を省市別にみ
ると､江蘇省では､精密
機械､電気・電子部品
が黒字企業の割合を引
き上げ､61.5%と比較
的高い結果となった。

 従業員規模別にみる
と､規模が大きいほど
黒字企業の割合が高ま
る傾向がみられた。従
業員規模と企業の設立
年の関係をみると､従
業員の規模が大きいほ
ど､設立年が古い企業
が多いことから､従業
員規模が大きな企業に
は､設立年が早く､初期
投資を回収し､黒字化
が進んでいる企業が多
いことが推察される。

中国 省市別

従業員数別

0 20 40 60 80 100
(%)

0 20 40 60 80 100
(%)

黒字 均衡 赤字



51.6 

87.5 

80.0 

66.7 

66.7 

56.3 

41.2 

40.0 

33.3 

21.1

12.5

20.0

11.9

16.7

18.8

17.6

40.0

38.9

27.4

21.4

16.7

25.0

41.2

20.0

27.8

総数(n=190社)

銀行(n=8社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

商社(n=42社)

不動産(n=6社)

販売会社(n=32社)

運輸・倉庫(n=17社)

建設・プラント(n=5社)

通信・ソフトウエア(n=18社)

51.9 

100.0 

87.5 

80.0 

73.8 

69.0 

60.0 

58.8 

58.3 

57.1 

50.0 

50.0 

42.9 

35.9 

33.9 

28.6 

27.3 

23.0

12.5

20.0

16.7

20.7

5.0

23.5

20.8

28.6

11.1

33.3

14.3

30.8

32.2

33.3

27.3

25.1

9.5

10.3

35.0

17.6

20.8

14.3

38.9

16.7

42.9

33.3

33.9

38.1

45.5

総数(n=387社)

輸送用機器（自動車・二輪車）(n=7社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=8社)

非鉄金属(n=5社)

電気機械・電子機器(n=42社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=29社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

化学品・石油製品(n=17社)

プラスチック製品(n=24社)

精密機械(n=14社)

衣服・繊維製品(n=18社)

窯業・土石(n=6社)

ゴム製品(n=7社)

食品・農水産加工(n=39社)

電気・電子部品(n=59社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=11社)

１．営業利益(4)

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 8

09年営業利益見通し(中国 業種別)

 業種別にみると､黒字と回答した企業の割合は､製造
業(51.9%)と非製造業(51.6%)に顕著な差はない。

 有効回答５社以上の業種で黒字企業の割合が高いの
は､製造業では輸送用機器(自動車・二輪車)(100%)､
鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(87.5%)､非鉄金属(80.0%)､非
製造業では銀行(87.5%)､ホテル・旅行・外食
(80.0%)。

 黒字企業の割合が低いのは､製造業では繊維(紡績・
織物・化学繊維)(27.3%)､金属製品(メッキ加工を含
む)(28.6%)､電気・電子部品(33.9%)､非製造業では
通信・ソフトウェア(33.3%)。

製造業 非製造業
0 20 40 60 80 100

(%)
0 20 40 60 80 100

(%)

黒字 均衡 赤字

(注)有効回答５社以上の業種のみ掲載。



１．営業利益(5)
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09年営業利益見通し(中国 輸出比率別､現地調達比率別､現地化状況別)

49.5 

67.9 

52.5 

57.7 

51.6 

35.7 

21.6 

12.3 

23.7 

25.0 

25.8 

28.6 

28.8 

19.8 

23.7 

17.3 

22.6 

35.7 

0%(n=222社)

1～20%未満(n=81社)

20～50%未満(n=59社)

50～80%未満(n=52社)

80～100%未満(n=93社)

100%(n=70社)

48.1 

58.8 

52.9 

44.2 

51.5 

23.4 

19.6 

22.9 

25.6 

21.2 

28.6 

21.6 

24.3 

30.2 

27.3 

0%(n=77社)

1～30%未満(n=51社)

30～60%未満(n=70社)

60～90%未満(n=86社)

90～100%(n=66社)

60.3 

41.5 

43.2 

22.3 

21.1 

24.2 

17.4 

37.4 

32.6 

進めている(n=305社)

進めたいが、進まない(n=171社)

進める予定はない(n=95社)

 輸出比率別に営業利益見通しをみると､輸出比率が高
いと黒字企業の割合も低くなる傾向。

 現地調達率は､営業損益との明確な関係性はみられな
かった。

 現地化の状況別に黒字企業の割合をみたところ､「現
地化を進めている」(60.3%)が､「現地化を進めたい
が､進まない」(41.5%)および「現地化を進める予定は
ない」(43.2%)企業と比較して､高い結果となった。

現地化状況

輸出比率 現地調達比率
0 50 100

(%)
0 50 100

(%)

0 50 100
(%)

黒字 均衡 赤字
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DI値で見た09年､10年営業利益見通し

 営業利益見込みについ
て景況感を示すDI値
でみると､09年は北東
アジアの４カ国・地域
いずれも08年より｢悪
化」する企業の割合
が､「改善」を上回っ
た(DI 値がマイナス)。

 10年の見通しは､大幅
な改善傾向がみられ
る。特に､中国(DI値
54.0ポイント､｢改善」
61.2%-｢悪化｣7.2%)､
韓国(DI値39.5ポイン
ト､｢改善｣54.3%-｢悪
化｣14.8%)と景況感は
明るい。

 中国の省市別では､09

年､遼寧省(-26.2ポイン
ト)で悪化と回答した
企業の割合が高かっ
た。10年は江蘇省
(65.8ポイント)を筆頭
に各省市､高いDI値を
示している。

▲ 8.4
45.7

▲ 5.4
54.0

▲ 12.5
39.5

▲ 10.4
21.2

▲ 26.9
20.9

▲ 30.0
46.3

12.6
53.2

▲ 40 ▲ 30 ▲ 20 ▲ 10 0 10 20 30 40 50 60

総数(n=830社)
(n=821社)

中国(n=577社)
(n=569社)

韓国(n=80社)
(n=81社)

台湾(n=106社)
(n=104社)

香港(n=67社)
(n=67社)

(ASEAN)(n=1,602社)
(n=1,582社)

(インド)(n=174社)
(n=171社)

(注) DI値とはDiffusion Indexの略で､「改善」すると回答した企業の割合から､「悪化」すると回答した企業の割合を差し引いた値。景況感を表す指標として用いられる。

中国 省市別

国・地域別 (ポイント)

(ポイント)

09年

10年

▲ 7.7

65.8 
▲ 26.2

59.4 
▲ 7.0

56.5 
▲ 2.6

56.3 
▲ 10.0

55.0 

▲ 8.8
53.4 

8.6
41.3 

▲ 40.0 ▲ 20.0 0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

江蘇省(n=39社)
(n=38社)

遼寧省(n=65社)
(n=64社)

広東省(n=157社)
(n=154社)

上海市(n=115社)
(n=112社)

天津市(n=20社)
(n=20社)

北京市(n=57社)
(n=58社)

山東省(n=93社)
(n=92社)



▲ 6.5
49.1

▲ 14.3
85.7

14.3
66.7

7.9
64.9

▲ 25.4
62.5

▲ 12.5
62.5

▲ 19.1
61.9

▲ 20.0
50.0

6.9
48.3

▲ 20.8
45.8

23.5
43.8

▲ 14.3
42.9

16.7
33.3

▲ 4.8
31.0

40.0
20.0

▲ 18.2
9.1

0.0
0.0

▲ 40▲ 20 0 20 40 60 80 100

製造業(n=386)

(n=379)

ゴム製品(n=7)

(n=7)

輸送用機器（自動車・二輪車）(n=7)

(n=6)

食品・農水産加工品(n=38)

(n=37)

電気・電子部品(n=59)

(n=56)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=8)

(n=8)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21)

(n=21)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20)

(n=20)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=29)

(n=29)

プラスチック製品(n=24)

(n=24)

化学品・石油製品(n=17)

(n=16)

精密機械(n=14)

(n=14)

衣服・繊維製品(n=18)

(n=18)

電気機械・電子機器(n=42)

(n=42)

非鉄金属(n=5)

(n=5)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=11)

(n=11)

窯業・土石(n=6)

(n=6)

▲ 3.1

63.7

15.2

75.8

▲ 37.5

75.0

▲ 17.7

70.6

4.8

64.3

60.0

60.0

▲ 16.7

50.0

▲ 16.7

38.9

20.0

20.0

▲ 60▲ 40▲ 20 0 20 40 60 80 100

総数(n=191社)

(n=190社)

販売会社(n=33社)

(n=33社)

銀行(n=8社)

(n=8社)

運輸・倉庫(n=17社)

(n=17社)

商社(n=42社)

(n=42社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

(n=5社)

不動産(n=6社)

(n=6社)

通信・ソフトウエア(n=18社)

(n=18社)

建設・プラント(n=5社)

(n=5社)
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DI値で見た09年､10年営業利益見通し(中国 業種別)

 中国について業種別にDI値をみると､10年の見通し
は非製造業(63.7ポイント)が製造業(49.1ポイント)を
上回る。

 有効回答５社以上の業種で10年のDI値が高いのは､
製造業ではゴム製品(85.7ポイント)､輸送用機器(自動
車・二輪車)(66.7ポイント)､食品・農水産加工品
(64.9ポイント)､非製造業では販売会社(75.8ポイン
ト)､銀行(75.0ポイント)となっている。

製造業 非製造業
(ポイント) (ポイント)

09年

10年

(注)有効回答５社以上の業種のみ掲載。
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09年の営業利益が悪化する理由09年の営業利益が悪化する理由
（複数回答、上位５項目）

 09年の営業利益が
「悪化」すると回
答した企業にその
理由を複数回答で
尋ねたところ､「現
地市場での売上減
少」(54.5%)､「輸出

低迷による売上減
少」(51.6%) が上位
２項目として挙げ
られた。

 中国では、｢輸出低
迷による売上減
少」(56.3%)が最も
多い。省市別に
は、江蘇省、山東
省、遼寧省で「輸
出低迷に売上減
少」を挙げる企業
が多い。他方、北
京市、上海市は
「現地市場での売
上減少」を挙げる
企業が多い。

中国 省市別

国・地域別 (%)

(%)

現地市場での売上減少 輸出低迷による売上減少 人件費の増加

為替変動による売上減少 調達コストの増加(製造業のみ)
総数(n=345社)

中国(n=229社)

香港(n=34社)

台湾(n=48社)

韓国(n=34社)

(ASEAN)(n=852社)

(インド)(n=52社)

遼寧省(n=32社)

北京市(n=22社)

天津市(n=9社)

山東省(n=30社)

江蘇省(n=16社)

上海市(n=43社)

広東省(n=68社)

販売(サービス)網の構築が進まない

輸出低迷による売上減少 現地市場での売上減少 人件費の増加

調達コストの増加(製造業のみ)

87.5 
66.7 
65.6 

57.4 
44.4 

39.5 
31.8 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省
山東省
遼寧省
広東省
天津市
上海市
北京市

72.7 
65.1 

55.6 
50.0 

38.2 
30.0 

25.0 

0 20 40 60 80 100 

北京市
上海市
天津市
遼寧省
広東省
山東省
江蘇省

46.7 
31.3 

28.1 
25.6 

17.7 
13.6 

0 20 40 60 80 100 

山東省
江蘇省
遼寧省
上海市
広東省
北京市
天津市

23.3 
19.1 
18.8 

15.6 
4.7 

0 20 40 60 80 100 

山東省
広東省
江蘇省
遼寧省
上海市
北京市
天津市

25.6 
13.6 

10.3 
10.0 

3.1 

0 20 40 60 80 100 

上海市
北京市
広東省
山東省
遼寧省
天津市
江蘇省

54.5 
81.3 

67.7 
55.9 

46.7 
66.9 

55.8 

0 20 40 60 80 100 

総数
台湾
韓国
香港
中国

(ASEAN)
(インド)

51.6 
61.8 

56.3 
43.8 

20.6 
49.8 

23.1 

0 20 40 60 80 100 

総数
香港
中国
台湾
韓国

(ASEAN)
(インド)

17.7 
24.0 

8.8 
4.2 
2.9 

13.9 
13.5 

0 20 40 60 80 100 

総数
中国
韓国
台湾
香港

(ASEAN)
(インド)

14.5 
32.4 

27.1 
11.8 

9.6 
12.3 

17.3 

0 20 40 60 80 100 

総数
韓国
台湾
香港
中国

(ASEAN)
(インド)

14.2 
29.4 

18.8 
13.1 

13.4 
17.3 

0 20 40 60 80 100 

総数
韓国
台湾
中国
香港

ASEAN
インド



71.0 
77.3 

72.2 
70.6 

64.0 
65.5 

84.1 

0 20 40 60 80 100 

総数
韓国
台湾
中国
香港

(ASEAN)
(インド)

43.1 
44.7 
44.0 

36.4 
36.1 

33.3 
35.5 

0 20 40 60 80 100 

総数
中国
香港
韓国
台湾

(ASEAN)
(インド)

33.0 
40.0 
38.9 

33.7 
18.2 

48.7 
13.1 

0 20 40 60 80 100 

総数
香港
台湾
中国
韓国

(ASEAN)
(インド)

22.1 
24.5 

22.2 
13.6 

4.0 
20.6 

15.0 

0 20 40 60 80 100 

総数
中国
台湾
韓国
香港

(ASEAN)
(インド)

21.7 
25.0 
24.0 

21.6 
18.2 
16.9 
17.8 

0 20 40 60 80 100 

総数
台湾
香港
中国
韓国

(ASEAN)
(インド)

 10年の営業利益が
「改善」すると回
答した企業にその
理由を複数回答で
尋ねた結果では､
「現地市場での売
上増加」が７割に
上り､｢新規製品／
サービス開拓によ
る売上増加」､｢輸
出拡大による売上
増加」が続く。

 中国では、いずれ
の省・市も｢現地市
場での売上増加」
を挙げる企業の割
合が最も高く､国内
販売が営業利益を
牽引する傾向がう
かがえる。

中国 省市別

国・地域別 (%)

(%)

現地市場での売上増加 新規製品／サービス開拓による売上増加 輸出拡大による売上増加

生産効率の改善(製造業のみ) その他支出の削減(コスト競争力の向上)
総数(n=452社)

中国(n=347社)

香港(n=25社)

台湾(n=36社)

韓国(n=44社)

(ASEAN)(n=876社)

(インド)(n=107社)

遼寧省(n=42社)

北京市(n=35社)

天津市(n=13社)

山東省(n=49社)

江蘇省(n=26社)

上海市(n=70社)

広東省(n=95社)

その他支出の削減(コスト競争力の向上)

現地市場での売上増加 新規製品／サービス開拓による売上増加 輸出拡大による売上増加

生産効率の改善(製造業のみ)
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10年の営業利益が改善する理由
（複数回答、上位５項目）

46.9 
42.9 

41.1 
34.6 

30.8 
18.6 

14.3 

0 20 40 60 80 100 

山東省
遼寧省
広東省
江蘇省
天津市
上海市
北京市

52.4 
51.4 

48.6 
44.2 

38.5 
36.7 

30.8 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省
北京市
上海市
広東省
天津市
山東省
江蘇省

82.9 
81.4 

76.9 
70.5 
69.1 

59.2 
50.0 

0 20 40 60 80 100 

北京市
上海市
天津市
広東省
遼寧省
山東省
江蘇省

38.5 
34.6 

31.6 
31.0 

28.6 
8.6 
7.1 

0 20 40 60 80 100 

天津市
江蘇省
広東省
遼寧省
山東省
北京市
上海市

28.6 
26.9 
25.3 

18.6 
18.4 

15.4 
11.4 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省
江蘇省
広東省
上海市
山東省
天津市
北京市
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景気後退の影響

 08年10月以降の世界
的な景気後退の影響に
ついて､「大きなマイ
ナス｣､「若干のマイナ
ス｣と回答した企業の
割合は87.6%と約9割
の企業が影響を受け
た。

 中国の省市別にみると
各省市とも､「大きな
マイナス｣､「若干のマ
イナス｣と回答した企
業の割合は約9割と高
い。特に、輸出型企業
が多い、広東省、遼寧
省で「大きなマイナ
ス」と回答した企業の
割合が6割を超える。

中国 省市別

国・地域別

54.9 

61.2 

59.4 

59.3 

52.7 

61.5 

45.1 

32.7 

32.8 

30.2 

29.6 

33.6 

26.7 

33.1 

9.8 

6.0 

9.4 

7.4 

10.6 

9.7 

18.9 

2.3 

0.9 

3.7 

2.6 

1.4 

2.3 

0.4 

0.5 

0.8 

0.6 

総数(n=831社)

香港(n=67社)

台湾(n=106社)

韓国(n=81社)

中国(n=577社)

(ASEAN)(n=1,601社)

(インド)(n=175社)

マイナス
87.6%

影響なし
9.8%

プラス
2.6%

0 20 40 60 80 100(%)

大きなマイナス 若干のマイナス 影響なし

若干のプラス 大きなプラス

0 20 40 60 80 100(%)

65.0 

30.0 

56.4 

63.1 

45.2 

47.8 

36.1 

26.8 

60.0 

33.3 

24.6 

38.7 

35.7 

47.0 

5.7 

10.0 

2.6 

9.2 

12.9 

13.0 

16.9 

2.6 

5.1 

1.5 

3.2 

3.5 

2.6 

1.5 

広東省(n=157社)

天津市(n=20社)

江蘇省(n=39社)

遼寧市(n=65社)

山東省(n=93社)

上海市(n=115社)

北京市(n=83社)
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景気後退の影響 (中国 業種別)

 中国について業種別にみると､どの業種もおしなべて
マイナスの影響があったと回答した企業の割合が高
い。

製造業 非製造業
マイナス
86.6%

影響なし
9.6%

プラス
3.9%

マイナス
85.8%

影響なし
12.6%

プラス
1.6%

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100 (%)

大きなマイナス 若干のマイナス 影響なし

若干のプラス 大きなプラス

57.1 

81.8 

76.2 

75.0 

57.1 

57.1 

83.1 

70.8 

55.2 

50.0 

52.9 

60.0 

44.4 

18.0 

42.9 

50.0 

60.0 

29.5 

18.2 

23.8 

25.0 

42.9 

42.9 

11.9 

20.8 

34.5 

38.1 

29.4 

20.0 

33.3 

56.4 

28.6 

16.7 

9.6 

1.7 

10.3 

9.5 

17.7 

20.0 

16.7 

20.5 

16.7 

3.1 

3.4 
8.3 

2.4 

5.1 

28.6 

16.7 

20.0 

0.8 

5.6 

20.0 

総数(n=387社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=11社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=8社)

ゴム製品(n=7社)

精密機械(n=14社)

電気・電子部品(n=59社)

プラスチック製品(n=24社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=29社)

電気機械・電子機器(n=42社)

化学品・石油製品(n=17社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

衣服・繊維製品(n=18社)

食品・農水産加工品(n=39社)

輸送用機器（自動車・二輪車）(n=7社)

窯業・土石(n=6社)

非鉄金属(n=5社)

43.7 

80.0 

40.0 

47.1 

42.4 

35.7 

64.7 

50.0 

16.7 

42.1 

20.0 

60.0 

47.1 

48.5 

54.8 

23.5 

37.5 

66.7 

12.6 

5.9 

6.1 

7.1 

11.8 

12.5 

16.7 

1.6 

3.0 

2.4 

総数(n=190社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

建設・プラント(n=5社)

通信・ソフトウエア(n=17社)

販売会社(n=33社)

商社(n=42社)

運輸・倉庫(n=17社)

銀行(n=8社)

不動産(n=6社)



14.3 

6.1 

6.9 

4.6 

7.8 

2.6 

2.6 

57.1 

43.5 

55.2 

31.8 

25.0 

32.5 

38.5 

21.4 

27.0 

13.8 

22.7 

21.9 

16.9 

7.7 

7.0 

17.2 

13.6 

6.3 

9.1 

20.5 

7.1 

7.8 

13.6 

7.8 

7.8 

5.1 

4.4 

3.5 

4.7 

11.7 

7.7 

2.6 

2.3 

7.8 

2.6 

2.6 

2.3 

1.6 

2.6 

2.6 

1.7 

3.5 

9.1 

17.2 

14.3 

12.8 

天津(n=14社)

広東(n=115社)

江蘇(n=29社)

遼寧(n=44社)

山東(n=64社)

上海(n=77社)

北京(n=39社)

4.9 

1.2 

9.7 

5.5 

3.1 

14.9 

38.2 

43.4 

35.5 

42.0 

37.1 

37.8 

26.1 

21.0 

22.9 

19.4 

22.0 

20.8 

25.4 

17.2 

9.1 

8.4 

11.3 

2.0 

9.8 

10.2 

15.7 

6.7 

4.8 

4.8 

6.0 

7.5 

6.7 

3.7 

5.9 

3.6 

9.7 

6.0 

5.8 

4.7 

3.7 

3.7 

6.0 

3.2 

4.0 

3.3 

2.1 

2.2 

1.4 

3.2 

1.5 

0.8 

0.8 

9.1 

9.6 

3.2 

18.0 

8.8 

9.3 

15.7 

総数(n=594社)

台湾(n=83社)

韓国(n=62社)

香港(n=50社)

中国(n=399社)

(ASEAN)(n=1,376社)

(インド)(n=134社)

２．景気後退(3)
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売上が底を打った時期

 売上が底を打った時期
については､いずれの
国・地域も09年上半期
までに底を打ったと回
答した企業の割合が6

割に上る。
 中国の省市別に09年上

半期までに底を打った
と回答した企業の割合
をみると､天津市､広東
省､江蘇省で７割を超
える一方で、北京市､
上海市､山東省は5割前
後とばらつきがみられ
る。

中国 省市別

国・地域別 09年上半期以前

09年上半期以前

0 20 40 60 80 100(%)

0 20 40 60 80 100(%)

08年10月～12月 09年1月～3月 09年4月～6月

09年7月～9月 09年10月～12月 10年上期

10年下期 11年1月以降 分からない



1.3 

7.9 

7.1 

3.5 

0.9 

2.6 

3.1 

2.6 

7.1 

17.2 

20.9 

12.8 

6.8 

15.6 

5.3 

64.3 

37.9 

17.4 

20.5 

25.0 

15.6 

10.5 

7.1 

17.2 

11.3 

6.4 

9.1 

6.3 

2.6 

7.1 

13.8 

15.7 

19.2 

13.6 

12.5 

13.2 

7.1 

6.9 

13.0 

14.1 

6.8 

12.5 

31.6 

2.6 

7.7 

11.4 

10.9 

5.3 

3.5 

18.3 

15.4 

27.3 

23.4 

21.1 

天津市(n=14社)

江蘇省(n=29社)

広東省(n=115社)

上海市(n=78社)

遼寧省(n=44社)

山東省(n=64社)

北京市(n=38社)

２．景気後退(4)
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売上が金融危機前の水準に回復する時期

 売上が金融危機発生前
の水準に回復するタイ
ミングは､回答がわか
れた｡回答は多い順に､
｢分からない｣､｢09年7

月～9月｣､｢09年4月～
6月｣となっている｡

 09年末までに回復する
と回答した企業の割合
は､韓国､台湾､中国で5

割､香港では3割と金融

危機の打撃からの回復
を10年以降に持ち越す
企業が多い。

 中国で省市別に09年末
までに回復すると回復
した企業の割合をみる
と､天津市､江蘇省は7

割以上､一方､北京市は
3割以下と省市によっ
て違いがみられる。

中国 省市別

国・地域別 09年以前

09年以前

0 20 40 60 80 100(%)

0 20 40 60 80 100
(%)

08年10月～12月 09年1月～3月 09年4月～6月

09年7月～9月 09年10月～12月 10年上期

10年下期 11年1月以降 分からない

0.8 

1.6 

1.0 

0.3 

0.7 

2.0 

3.2 

2.4 

2.0 

1.2 

6.7 

14.0 

19.4 

12.1 

14.3 

8.3 

7.5 

16.3 

18.9 

16.1 

16.9 

20.6 

12.5 

12.6 

9.6 

10.3 

9.7 

16.9 

9.5 

6.3 

7.8 

7.4 

13.2 

9.7 

6.0 

14.5 

18.8 

16.1 

20.0 

13.2 

12.9 

10.8 

13.8 

12.5 

13.8 

14.1 

7.9 

12.9 

10.8 

6.0 

12.5 

12.0 

3.0 

19.6 

14.5 

24.1 

18.3 

29.2 

28.8 

22.2 

総数(n=592社)

韓国(n=62社)

台湾(n=83社)

中国(n=399社)

香港(n=48社)

(ASEAN)(n=1,379…

(インド)(n=135社)



0.7 

4.6 

9.1 

1.8 

4.4 

9.1 

3.2 

9.1 

14.6 

40.0 

43.5 

15.4 

14.3 

9.1 

11.1 

4.6 

13.6 

12.9 

5.6 

9.1 

11.1 

21.8 

20.0 

26.1 

38.5 

14.3 

27.3 

38.9 

27.3 

18.2 

19.4 

27.8 

11.1 

6.7 

9.8 

20.0 

4.4 

23.1 

28.6 

18.2 

11.4 

6.5 

5.6 

9.1 

11.1 

13.3 

14.2 

20.0 

4.4 

7.7 

36.4 

11.1 

9.1 

13.6 

19.4 

11.1 

9.1 

22.2 

20.0 

13.1 

4.4 

7.7 

14.3 

11.1 

4.6 

13.6 

9.7 

11.1 

45.5 

11.1 

40.0 

5.5 

9.1 

5.6 

18.2 

4.6 

6.5 

5.6 

11.1 

6.7 

18.6 

13.0 

7.7 

28.6 

22.2 

22.7 

25.0 

22.6 

33.3 

9.1 

22.2 

13.3 

総数(n=275社)

輸送用機器（自動車・二輪車）(n=5社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=23社)

化学品・石油製品(n=13社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=7社)

精密機械(n=11社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=18社)

食品・農水産加工品(n=22社)

電気・電子部品(n=44社)

電気機械・電子機器(n=31社)

プラスチック製品(n=18社)

衣服・繊維製品(n=11社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=9社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=15社)

２．景気後退(5)

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 18

売上が金融危機前の水準に回復する時期 (中国 業種別)

 09年末までに回復すると回答した企業の割合を業
種別にみると､製造業では、輸送用機器、輸送用
機器部品で８割近く、非製造業でも商社、販売会
社、運輸・倉庫で５割を超えている。

製造業 非製造業09年以前 09年以前

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

08年10月～12月 09年1月～3月 09年4月～6月

09年7月～9月 09年10月～12月 10年上期

10年下期 11年1月以降 分からない

1.6 

4.6 

20.0 

2.4 

2.9 

9.1 

13.7 

17.1 

22.7 

27.3 

20.0 

17.7 

28.6 

13.6 

9.1 

18.2 

8.9 

11.4 

9.1 

18.2 

20.0 

20.0 

20.0 

15.3 

8.6 

13.6 

9.1 

20.0 

20.0 

18.2 

15.3 

5.7 

22.7 

40.0 

20.0 

20.0 

9.1 

7.3 

14.3 

20.0 

18.2 

17.7 

11.4 

4.6 

36.4 

20.0 

40.0 

36.4 

総数(n=124社)

商社(n=35社)

販売会社(n=22社)

運輸・倉庫(n=11社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

建設・プラント(n=5社)

銀行(n=5社)

通信・ソフトウエア(n=11社)



２．景気後退(6)
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景気後退の顕在化を受け､
過去１年間に取った対策 (複数回答、上位６項目)

中国 省市別

国・地域別

総数(n=605社)

中国(n=408社)

香港(n=51社)

台湾(n=83社)

韓国(n=63社)

(ASEAN)(n=1,392社)

(インド)(n=136社)

遼寧省(n=45社)

北京市(n=40社)

天津市(n=14社)

山東省(n=66社)

江蘇省(n=29社)

上海市(n=79社)

広東省(n=118社)

(%)

(%)

48.8 
55.4 

52.4 
48.5 

35.3 
44.0 

39.7 

0 20 40 60 80 100 

総数
台湾
韓国
中国
香港

(ASEAN)
(インド)

43.8 
47.6 

44.6 
31.4 

28.6 
47.8 

34.6 

0 20 40 60 80 100 

総数
中国
台湾
香港
韓国

(ASEAN)
(インド)

36.0 
40.2 

31.8 
27.7 

21.6 
44.4 

42.7 

0 20 40 60 80 100 

総数
中国
韓国
台湾
香港

(ASEAN)
(インド)

31.6 
35.3 
33.7 

31.8 
30.6 

27.2 
28.7 

0 20 40 60 80 100 

総数
香港
台湾
韓国
中国

(ASEAN)
(インド)

27.9 
29.7 
29.4 

22.9 
22.2 
21.5 

18.4 

0 20 40 60 80 100 

総数
中国
香港
台湾
韓国

(ASEAN)
(インド)

26.9 
37.4 

28.6 
27.0 

7.8 
35.6 

11.8 

0 20 40 60 80 100 

総数
台湾
韓国
中国
香港

(ASEAN)
(インド)

69.0 
54.6 

51.7 
51.1 

42.9 
40.0 

32.9 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省
山東省
広東省
遼寧省
天津市
北京市
上海市

62.1 
55.9 

53.3 
50.0 

43.9 
37.5 
36.7 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省
広東省
遼寧省
天津市
山東省
北京市
上海市

65.5 
51.7 
51.1 

35.7 
31.8 
30.0 

21.5 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省
広東省
遼寧省
天津市
山東省
北京市
上海市

40.0 
39.2 

32.5 
27.3 
25.4 

14.3 
13.8 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省
上海市
北京市
山東省
広東省
天津市
江蘇省

42.4 
33.3 

31.0 
30.5 

24.1 
15.0 

7.1 

0 20 40 60 80 100 

山東省
遼寧省
江蘇省
広東省
上海市
北京市
天津市

55.2 
42.2 

36.4 
18.2 

14.3 
12.7 

7.5 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省
遼寧省
広東省
山東省
天津市
上海市
北京市

雇用調整生産・販売効率改善によるコスト削減 新規投資／設備投資の中止・延期

新規ビジネス展開の開始
仕入先の見直し
(絞込み､安価な調達先へのｼﾌﾄ等)

営業・操業日数の削減もしくは時間短縮

雇用調整生産・販売効率改善によるコスト削減 新規投資／設備投資の中止・延期

新規ビジネス展開の開始 営業・操業日数の削減もしくは時間短縮
仕入先の見直し
(絞込み､安価な調達先へのｼﾌﾄ等)

 景気後退の顕在化を
受け、過去１年間に
取った対策を複数回
答で尋ねたところ
「生産・販売効率改
善によるコスト削
減」､「雇用調整」
が４割以上にのぼ
る。



13.3 

21.3 

21.3 

37.8 

8.8 

6.1 

52.2 

66.6 

41.2 

53.6 

69.1 

80.1 

34.5 

12.1 

37.5 

8.7 

22.2 

13.8 

過去(n=519社)

今後(n=512社)

過去(n=797社)

今後(n=786社)

過去(n=776社)

今後(n=760社)

２．景気後退(7)
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従業員数の変化
(過去1年間と今後1年の見通し)

 金融危機発生前の08年9月時点から1年間(過去)と
09年9月時点から1年間(今後)の従業員数の増減を
たずねたところ､現地従業員では､過去1年間､非正
規および正規のいずれも約4割の企業が「減少」と
回答。今後1年の見通しは､｢増加｣とする企業の割
合が非正規､正規ともに高い。

 日本人駐在員は､過去、今後とも減少が増加を上回
り､労務コスト削減と経営の現地化に引き続き取り
組む状況が伺える。

現地従業員(非正規) 現地従業員(正規) 日本人駐在員

現地従業員
(非正規)

現地従業員
(正規)

日本人
駐在員

総数

今後1年の従業員数増減見通し

24.4 

20.8 

14.3 

6.8 

24.5 

44.6 

61.8 

73.6 

69.6 

88.6 

63.2 

49.2 

13.8 

5.6 

16.1 

4.6 

12.3 

6.2 

中国(n=340社)

台湾(n=72社)

韓国(n=56社)

香港(n=44社)

(ASEAN)(n=1,024社)

(インド)(n=130社)

43.2 

34.6 

23.2 

17.5 

31.6 

54.2 

47.4 

59.0 

69.7 

74.6 

59.8 

39.3 

9.3 

6.4 

7.1 

7.9 

8.6 

6.6 

中国(n=546社)

韓国(n=78社)

台湾(n=99社)

香港(n=63社)

(ASEAN)(n=1,543社)

(インド)(n=168社)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

「増加」＜「減少」

6.3 

6.7 

6.6 

2.1 

6.1 

18.0 

75.0 

78.7 

82.9 

89.5 

83.6 

75.2 

18.8 

14.7 

10.5 

8.4 

10.3 

6.8 

香港(n=64社)

中国(n=525社)

韓国(n=76社)

台湾(n=95社)

(ASEAN)(n=1,466社)

(インド)(n=161社)



 中国についても､事業の回復傾向を反映し､現地従
業員は非正規､正規ともに09年９月からの1年間(今
後)は過去1年間から一転して「増加」が「減少」
を上回る。また､増加の占める割合は､正規現地従
業員が非正規現地従業員を上回っている。

 省市別にみると､江蘇省で現地従業員を増加する企
業の割合が高い一方で､日本人駐在員を減少する企
業の割合も高い。

14.8 

24.4 

23.7 

43.2 

9.7 

6.7 

49.7 

61.8 

35.9 

47.4 

66.9 

78.7 

35.5 

13.8 

40.4 

9.3 

23.5 

14.7 

過去(n=344社)

今後(n=340社)

過去(n=554社)

今後(n=546社)

過去(n=537社)

今後(n=525社)

２．景気後退(8)
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従業員数の変化
(過去1年間と今後1年の見通し)

現地従業員(非正規) 現地従業員(正規) 日本人駐在員

現地従業員
(非正規)

現地従業員
(正規)

日本人
駐在員

中国総数

今後1年の従業員数増減見通し(中国 省市別)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

8.3 

6.8 

2.3 

9.4 

7.0 

11.8 

8.3 

72.2 

76.2 

82.6 

75.5 

78.0 

76.5 

81.7 

19.4 

17.0 

15.1 

15.1 

15.0 

11.8 

10.0 

江蘇省(n=36)

広東省(n=147)

山東省(n=86)

北京市(n=53)

上海市(n=100)

天津市(n=17)

遼寧省(n=60)

55.6 

50.0 

43.6 

40.6 

37.1 

34.9 

20.0 

38.9 

40.1 

47.3 

53.8 

44.9 

57.1 

80.0 

5.6 

9.9 

9.1 

5.7 

18.0 

7.9 

江蘇省(n=36)

広東省(n=152)

北京市(n=55)

上海市(n=106)

山東省(n=89)

遼寧省(n=63)

天津市(n=20)

40.7 

33.3 

33.3 

24.6 

23.8 

17.5 

16.7 

48.2 

51.1 

66.7 

69.2 

54.8 

63.8 

70.4 

11.1 

15.6 

6.2 

21.4 

18.8 

13.0 

江蘇省(n=27)

遼寧省(n=45)

天津市(n=12)

上海市(n=65)

北京市(n=42)

広東省(n=80)

山東省(n=54)

「増加」＜「減少」



現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(

正
規)

日
本
人
駐
在
員

２．景気後退(9)
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従業員数の変化 (中国業種別 過去1年間)

製造業 非製造業

8.8 
7.1 

9.8 

4.8 

11.8 

16.7 

11.1 

8.7 

10.0 

11.1 

66.0 
53.6 

64.3 

63.4 

71.4 

64.7 

61.1 

66.7 

69.6 

70.0 

72.2 

94.1 

25.2 
39.3 

35.7 

26.8 

23.8 

23.5 

22.2 

22.2 

21.7 

20.0 

16.7 

5.9 

総数(n=365社)

電気・電子部品(n=56社)

精密機械(n=14社)

電気機械・電子機器(n=41社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

化学品・石油製品(n=17社)

衣服・繊維製品(n=18社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=27社)

プラスチック製品(n=23社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

食品・農水産加工品(n=36社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=17社)

現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(
正
規)

日
本
人
駐
在
員

11.6 

12.5 

7.7 

9.7 

5.9 

15.4 

68.6 

60.0 

66.7 

62.5 

69.2 

80.0 

71.0 

76.5 

74.4 

19.8 

40.0 

33.3 

25.0 

23.1 

20.0 

19.4 

17.7 

10.3 

総数(n=172社)

建設・プラント(n=5社)

不動産(n=6社)

銀行(n=8社)

通信・ソフトウエア(n=13社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

販売会社(n=31社)

運輸・倉庫(n=17社)

商社(n=39社)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

(注) 製造業は有効回答10社以上の業種、非製造業は有効回答5社以上の業種のみ抽出。

0 20 40 60 80 100

(%)

14.4 

16.2 

6.3 

20.0 

25.0 

6.7 

9.1 

8.3 

27.3 

44.9 

24.3 

37.5 

33.3 

34.4 

53.3 

54.6 

58.3 

45.5 

40.7 

59.5 

56.3 

46.7 

40.6 

40.0 

36.4 

33.3 

27.3 

総数(n=243社)

電気・電子部品(n=37社)

プラスチック製品(n=16社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=15社)

電気機械・電子機器(n=32社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=15社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=11社)

衣服・繊維製品(n=12社)

食品・農水産加工品(n=22社)

19.2 

10.0 

8.8 

14.3 

10.0 

4.4 

23.8 

28.6 

27.8 

28.6 

25.0 

17.7 

35.4 

20.0 

24.6 

33.3 

40.0 

47.8 

28.6 

32.1 

33.3 

35.7 

44.4 

64.7 

45.5 

70.0 

66.7 

52.4 

50.0 

47.8 

47.6 

39.3 

38.9 

35.7 

30.6 

17.7 

総数(n=376社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

電気・電子部品(n=57社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

プラスチック製品(n=23社)

電気機械・電子機器(n=42社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=28社)

衣服・繊維製品(n=18社)

精密機械(n=14社)

食品・農水産加工品(n=36社)

化学品・石油製品(n=17社)

33.2 

31.3 

45.0 

23.5 

30.0 

12.5 

20.0 

16.7 

37.1 

6.3 

25.0 

47.1 

43.3 

62.5 

60.0 

66.7 

29.8 

62.5 

30.0 

29.4 

26.7 

25.0 

20.0 

16.7 

総数(n=178社)

通信・ソフトウエア(n=16社)

商社(n=40社)

運輸・倉庫(n=17社)

販売会社(n=30社)

銀行(n=8社)

建設・プラント(n=5社)

不動産(n=6社)

15.8 

14.3 

16.7 

14.3 

35.3 

61.4 

42.9 

50.0 

57.1 

71.4 

72.7 

47.1 

22.8 

42.9 

33.3 

28.6 

28.6 

27.3 

17.7 

総数(n=101社)

通信・ソフトウエア(n=7社)

不動産(n=6社)

販売会社(n=14社)

銀行(n=7社)

運輸・倉庫(n=11社)

商社(n=17社)
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従業員数の変化 (中国業種別 今後1年間)

現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(

正
規)

日
本
人
駐
在
員

製造業 非製造業

現
地
従
業
員(

非
正
規)

現
地
従
業
員(
正
規)

日
本
人
駐
在
員

47.8 

60.0 

52.9 

52.9 

50.0 

40.0 

40.0 

20.0 

44.4 

20.0 

23.5 

41.2 

42.9 

55.0 

60.0 

80.0 

75.0 

7.9 

20.0 

23.5 

5.9 

7.1 

5.0 

25.0 

総数(n=178社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

運輸・倉庫(n=17社)

通信・ソフトウエア(n=17社)

販売会社(n=28社)

商社(n=40社)

不動産(n=5社)

建設・プラント(n=5社)

銀行(n=8社)

0 20 40 60 80 100

(%)

増加 横ばい 減少

6.0 

11.8 

5.4 

7.1 

20.0 

78.4 

60.0 

62.5 

58.8 

80.0 

86.5 

85.7 

92.9 

80.0 

15.6 

40.0 

37.5 

29.4 

20.0 

8.1 

7.1 

7.1 

総数(n=167社)

建設・プラント(n=5社)

銀行(n=8社)

運輸・倉庫(n=17社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

商社(n=37社)

販売会社(n=28社)

通信・ソフトウエア(n=14社)

不動産(n=5社)

(注) 製造業は有効回答10社以上の業種、非製造業は有効回答5社以上の業種のみ抽出。

26.3 

46.7 

42.9 

41.2 

34.4 

23.5 

13.6 

9.1 

7.7 

58.8 

46.7 

50.0 

44.1 

34.4 

47.1 

68.2 

90.9 

61.5 

100.0 

15.0 

6.7 

7.1 

14.7 

31.3 

29.4 

18.2 

30.8 

総数(n=240社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=15社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=14社)

電気・電子部品(n=34社)

電気機械・電子機器(n=32社)

プラスチック製品(n=17社)

食品・農水産加工品(n=22社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=11社)

衣服・繊維製品(n=13社)

医療機器(n=17社)

0 20 40 60 80 100

(%)

20.0 

36.4 

26.7 

20.0 

17.7 

16.7 

69.0 

54.6 

66.7 

60.0 

76.5 

66.7 

71.4 

11.0 

9.1 

6.7 

20.0 

5.9 

16.7 

28.6 

総数(n=100社)

運輸・倉庫(n=11社)

販売会社(n=15社)

不動産(n=5社)

商社(n=17社)

通信・ソフトウエア(n=6社)

銀行(n=7社)

41.0 

70.0 

53.6 

50.0 

45.0 

42.9 

41.2 

38.5 

30.4 

28.6 

25.7 

10.0 

48.9 

30.0 

46.4 

33.3 

45.0 

50.0 

52.9 

51.9 

60.9 

50.0 

57.1 

60.0 

10.1 

16.7 

10.0 

7.1 

5.9 

9.6 

8.7 

21.4 

17.1 

30.0 

総数(n=368社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=20社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=28社)

衣服・繊維製品(n=18社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

精密機械(n=14社)

化学品・石油製品(n=17社)

電気・電子部品(n=52社)

プラスチック製品(n=23社)

電気機械・電子機器(n=42社)

食品・農水産加工品(n=35社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

7.0 

7.1 

5.9 

5.8 

5.7 

4.6 

15.0 

3.7 

11.1 

11.1 

78.8 

57.1 

75.6 

70.6 

73.1 

80.0 

81.8 

80.0 

92.6 

88.9 

88.9 

14.3 

35.7 

24.4 

23.5 

21.2 

14.3 

13.6 

5.0 

3.7 

総数(n=358社)

精密機械(n=14社)

電気機械・電子機器(n=41社)

化学品・石油製品(n=17社)

電気・電子部品(n=52社)

食品・農水産加工品(n=35社)

プラスチック製品(n=22社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=20社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=27社)

衣服・繊維製品(n=18社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=18社)
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輸出の有無

中国 省市別

国・地域別
0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

輸出あり 輸出なし

89.7 

76.3 

72.3 

68.2 

51.8 

50.0 

27.3 

10.3 

23.7 

27.7 

31.8 

48.2 

50.0 

72.7 

江蘇省(n=39社)

山東省(n=93社)

遼寧省(n=65社)

広東省(n=154社)

上海市(n=110社)

天津市(n=20社)

北京市(n=55社)

62.4 

69.6 

64.0 

57.8 

45.7 

37.6 

30.4 

36.0 

42.2 

54.3 

総数(n=814社)

台湾(n=102社)

中国(n=567社)

香港(n=64社)

韓国(n=81社)

 輸出を行っている企業
の割合は約６割｡韓国
のみ､過半数を切って
いる。

 中国の省市別にみる
と､江蘇省の９割を筆
頭に､輸出型企業が多
く進出してきた山東
省､遼寧省､広東省で高
い。統括会社機能をも
つ企業が集中する北京
市は３割以下。所在地
により､輸出を行う企
業が占める割合にばら
つきがみられる。
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売上高に占める平均輸出比率

中国 省市別

国・地域別
(%)

(%)

34.2 

37.8 

37.5 

27.6 

16.4 

41.7 

12.2 

0 10 20 30 40 50

総数(n=804社)

香港(n=63社)

中国(n=560社)

台湾(n=100社)

韓国(n=81社)

(ASEAN)(n=1,379社)

(インド)(n=138社)

54.6 

52.2 

42.1 

41.4 

30.0 

21.2 

14.3 

0 10 20 30 40 50 60

山東省(n=90社)

江蘇省(n=39社)

広東省(n=154社)

遼寧省(n=63社)

天津市(n=20社)

上海市(n=110社)

北京市(n=55社)

 売上高に占める輸出比
率の平均は、いずれの
国・地域も４割未満
で、ASEAN進出企業
の平均を下回る。

 中国の省市別には､山
東省、江蘇省で５割を
上回る一方、天津市、
上海市、北京市は３割
以下となっている。
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売上高に占める平均輸出比率 (中国 業種別)

製造業 非製造業

(%) (%)

46.9 

79.9 

72.9 

72.0 

68.3 

64.0 

54.2 

51.0 

38.3 

37.5 

34.1 

33.5 

31.0 

24.9 

21.6 

20.3 

19.0 

0 20 40 60 80 100

総数(n=381社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=11社)

衣服・繊維製品(n=18社)

窯業・土石(n=5社)

精密機械(n=14社)

電気・電子部品(n=59社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

電気機械・電子機器(n=39社)

プラスチック製品(n=24社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=8社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=28社)

食品・農水産加工品(n=39社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

化学品・石油製品(n=17社)

輸送用機器（自動車・二輪車）(n=7社)

ゴム製品(n=7社)

非鉄金属(n=5社)

 売上高に占める輸出比率は､製造業全体で５割弱、
繊維､衣服・繊維製品､窯業・土石で７割以上と高
い。

 非製造業では､通信・ソフトウェアで輸出比率が６
割弱となっている。

17.6 

55.7 

26.8 

21.6 

12.9 

0 20 40 60

総数(n=179社)

通信・ソフトウエア(n=17社)

商社(n=40社)

運輸・倉庫(n=16社)

販売会社(n=31社)
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輸出先の内訳 (国・地域別)

中国 省市別

国・地域別

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

日本 中国 ASEAN

米国 欧州 香港

その他

78.6 

77.4 

70.2 

68.4 

63.3 

46.5 

45.4 

5.2 

5.8 

7.5 

9.7 

10.0 

12.6 

20.6 

2.9 

2.6 

4.6 

5.1 

7.0 

6.9 

8.7 

4.3 

0.5 

7.9 

5.4 

3.8 

8.9 

5.1 

4.8 

1.3 

6.4 

3.5 

5.2 

5.2 

4.3 

0.5 

2.0 

0.7 

3.0 

6.5 

10.3 

2.9 

3.7 

10.4 

2.6 

4.9 

4.3 

9.7 

13.0 

山東省(n=69社)

天津市(n=10社)

北京市(n=14社)

遼寧省(n=46社)

上海市(n=55社)

広東省(n=102社)

江蘇省(n=34社)

 輸出先の内訳をみると､｢日本｣が過半数を占め､｢中国｣､｢ASEAN｣､｢米国｣､｢欧州｣が続く。｢日本｣向け輸出は､中国が
６割と最も高い。香港では､｢中国｣向け輸出が最も多く４割を占める。

 省市別にみると｢日本｣向け輸出比率が山東省､天津市､北京市､遼寧省､上海市で６割を超える一方､江蘇省､広東省では
５割未満となっている。

51.6 

60.6 

34.3 

33.9 

14.1 

15.6 

11.2 

20.0 

21.1 

44.5 

8.0

6.1

10.9

13.8

13.3

5.9

5.6

7.9

7.3

4.6

5.1

4.6

8.0

5.9

5.0

4.6

4.9

0.3

4.9

5.1

9.3

7.2

18.6

13.2

13.5

総数(n=493社)

中国(n=353社)

韓国(n=34社)

台湾(n=71社)

香港(n=35社)
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輸出先の内訳

製造業 非製造業
0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

日本 中国 ASEAN

米国 香港 その他

日本 中国 欧州

ASEAN 米国 香港

その他

57.8 

93.2 

68.9 

68.9 

65.0 

64.0 

63.9 

61.0 

59.5 

51.9 

51.6 

51.2 

47.7 

35.0 

30.8 

11.4 

0.7 

16.4 

14.3 

5.6 

10.5 

8.6 

5.7 

18.8 

8.9 

6.4 

19.5 

7.5 

17.8 

6.7 

0.7 

9.4 

1.8 

12.4 

8.5 

0.4 

5.1 

8.8 

1.4 

13.6 

8.7 

7.0 

6.2 

0.3 

3.9 

4.0 

6.0 

10.0 

4.6 

2.9 

13.8 

14.3 

7.7 

5.8 

8.8 

20.0 

5.3 

1.4 

3.3 

4.0 

0.2 

14.5 

0.2 

0.3 

12.0 

7.7 

25.0 

1.4 

12.6 

4.0 

5.0 

7.8 

13.1 

7.0 

16.9 

9.1 

9.8 

23.8 

20.6 

14.0 

12.4 

23.8 

30.0 

総数(n=292社)

衣服・繊維製品(n=15社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=18社)

化学品・石油製品(n=9社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=19社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=10社)

プラスチック製品(n=19社)

食品・農水産加工品(n=22社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=16社)

精密機械(n=13社)

ゴム製品(n=7社)

電気機械・電子機器(n=33社)

電気・電子部品(n=52社)

窯業・土石(n=5社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=5社)

 業種別にみると製造業全体では輸出先の６
割が日本となっている。衣服・繊維製品､
一般機械､化学品・石油製品で日本が占め
る割合が高い。窯業・土石､鉄鋼では４割
未満となっている。

 非製造業では､通信・ソフトウェアで日本
向け輸出が８割を占める。

72.4 

79.5 

78.5 

69.3 

56.3 

10.2 

19.2 

9.0 

9.7 

3.7 

1.0 

5.0 

9.6 

3.4 

3.0 

3.2 

9.8 

3.1 

1.2 

0.5 

3.0 

12.4 

2.8 

1.0 

3.8 

8.0 

4.4 

0.2 

7.0 

6.0 

4.0 

総数(n=68社)

通信・ソフトウエア(n=13社)

販売会社(n=10社)

商社(n=31社)

運輸・倉庫(n=8社)
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FTA､EPAの活用
北東アジア＋ASEAN､インド

輸入

輸出

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

現在､活用中 活用を検討中 全く活用予定はない

 輸出入を行っている企
業を対象に､既存(発効
済み)の二国間・多国
間でのFTA(自由貿易
協定)・EPA(経済連携
協定)の活用状況につ
いて尋ねたところ､｢全
く活用予定はない｣と
回答した企業の割合
が､輸入､輸出ともに７
割を超える。

 ASEAN、インドと比
べ、「現在､活用中」
の企業の割合は低い。

 FTAを推進している韓
国では､｢現在､活用
中｣､｢活用を検討中｣と
回答した企業の割合の
合計が輸出入ともに４
割強となっている。
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経営上の問題点 全分野の上位10項目(中国、香港、台湾、韓国)

中国 回答率

1位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 62.7 

2位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 58.6 

3位 生産面 品質管理の難しさ 55.5 

4位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 52.9 

5位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 45.9 

6位 貿易制度面 通関に時間を要する 44.0 

7位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 43.6 

8位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 40.7 

9位 貿易制度面 通達・規則内容の周知徹底が不十分 39.7 

10位 財務・金融・為替面 税務(法人税、移転価格課税など)の負担 38.8 

香港 回答率

1位 生産面 調達コストの上昇 66.7 

2位 財務・金融・為替面 円の対ドル為替レートの変動 54.1 

3位 販売・営業面 主要販売市場の低迷(消費低迷) 53.0 

4位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 50.0 

生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 50.0 

6位 販売・営業面 取引先からの発注量の減少 48.5 

7位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 47.6 

8位 雇用・労働面 日本人出向役職員(駐在員)のコスト 46.0 

9位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 39.4 

10位 販売・営業面 新規顧客の開拓が進まない 34.9 

台湾 回答率

1位 財務・金融・為替面 現地通貨の対円為替レートの変動 62.4 

2位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 55.8 

3位 生産面 調達コストの上昇 54.4 

4位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 52.6 

5位 販売・営業面 主要販売市場の低迷(消費低迷) 51.0 

6位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 50.0 

7位 販売・営業面 取引先からの発注量の減少 46.2 

8位 財務・金融・為替面 現地通貨の対ドル為替レートの変動 41.6 

9位 生産面 品質管理の難しさ 40.4 

10位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 35.1 

韓国 回答率

1位 財務・金融・為替面 現地通貨の対円為替レートの変動 84.8 

2位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 68.0 

3位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 65.4 

4位 生産面 調達コストの上昇 61.8 

5位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 54.3 

6位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 52.9 

生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 52.9 

8位 財務・金融・為替面 現地通貨の対ドル為替レートの変動 45.6 

9位 販売・営業面 主要販売市場の低迷(消費低迷) 44.4 

10位 販売・営業面 新規顧客の開拓が進まない 40.7 

(%)

(注) 各分野で一つでも回答を選択した企業の総数を母数としているため､各分野ごとにサンプル数は異なる。サンプル数は、各分野ごとのスライドに記載。
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経営上の問題点 全分野の上位10項目(北京市、天津市、上海市)

北京市 回答率

1位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 54.6 

雇用・労働面 従業員の賃金上昇 54.6 

3位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 51.5 

4位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 50.0 

5位 生産面 品質管理の難しさ 44.4 

6位 雇用・労働面 解雇・人員削減に対する規制 43.6 

7位 貿易制度面 通達・規則内容の周知徹底が不十分 42.4 

8位 雇用・労働面 管理職、現場責任者の現地化が困難 40.0 

9位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 38.9 

10位 財務・金融・為替面 税務(法人税、移転価格課税など)の負担 37.3 

天津市 回答率

1位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 70.6 

2位 貿易制度面 通関に時間を要する 64.7 

3位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 56.3 

4位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 50.0 

雇用・労働面 解雇・人員削減に対する規制 50.0 

生産面 品質管理の難しさ 50.0 

7位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 45.0 

雇用・労働面 管理職、現場責任者の現地化が困難 45.0 

9位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 37.5 

10位 販売・営業面 取引先からの発注量の減少 35.0 

雇用・労働面 日本人出向役職員（駐在員）のコスト 35.0

上海市 回答率

1位 生産面 品質管理の難しさ 65.1 

2位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 60.6 

3位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 54.1 

4位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 53.6 

5位 貿易制度面 通関に時間を要する 43.5 

6位 販売・営業面 新規顧客の開拓が進まない 42.9 

7位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 41.9 

8位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 39.3 

9位 財務・金融・為替面 業務規模拡大に必要なｷｬｯｼｭﾌﾛｰの不足 37.1 

10位 販売・営業面 取引先からの発注量の減少 35.7 

(%)

(注) 各分野で一つでも回答を選択した企業の総数を母数としているため､各分野ごとにサンプル数は異なる。サンプル数は、各分野ごとのスライドに記載。
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経営上の問題点 全分野の上位10項目(山東省、遼寧省、江蘇省、広東省)

遼寧省 回答率

1位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 74.6 

2位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 68.4 

3位 生産面 品質管理の難しさ 57.5 

4位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 48.9 

5位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 47.6 

6位 貿易制度面 通関に時間を要する 47.4 

7位 販売・営業面 取引先からの発注量の減少 46.0 

8位 貿易制度面 通達・規則内容の周知徹底が不十分 43.9 

9位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 42.6 

10位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 41.3 

山東省 回答率

1位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 66.7 

2位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 54.7 

3位 生産面 調達コストの上昇 52.2 

4位 販売・営業面 主要販売市場の低迷(消費低迷) 47.7 

5位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 46.6 

6位 生産面 品質管理の難しさ 44.8 

7位 財務・金融・為替面 税務(法人税、移転価格課税など)の負担 44.3 

8位 貿易制度面 通関に時間を要する 42.7 

9位 販売・営業面 本社からの発注量の減少 42.1 

10位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 41.8 

江蘇省 回答率

1位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 67.6 

貿易制度面 通関に時間を要する 67.6 

3位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 64.1 

4位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 61.5 

生産面 品質管理の難しさ 61.5 

6位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 52.6 

販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 52.6 

8位 雇用・労働面 人材(一般ワーカー)の採用難(製造業のみ) 51.3 

9位 財務・金融・為替面 円の対ドル為替レートの変動 48.7 

10位財務・金融・為替面 現地通貨の対円為替レートの変動 46.2 

(%)

広東省 回答率

1位 販売・営業面 競合相手の台頭(コスト面で競合) 63.6 

2位 雇用・労働面 従業員の賃金上昇 61.5 

3位 貿易制度面 通関等諸手続きが煩雑 59.1 

4位 販売・営業面 主要取引先からの値下げ要請 55.8 

5位 生産面 品質管理の難しさ 53.6 

6位 雇用・労働面 従業員の定着率 47.4 

7位 生産面 限界に近づきつつあるコスト削減 46.4 

8位 生産面 原材料・部品の現地調達の難しさ 43.8 

9位 貿易制度面 通達・規則内容の周知徹底が不十分 43.1 

10位 販売・営業面 取引先からの発注量の減少 42.2 

販売・営業面 新規顧客の開拓が進まない 42.2

(注) 各分野で一つでも回答を選択した企業の総数を母数としているため､各分野ごとにサンプル数は異なる。サンプル数は、各分野ごとのスライドに記載。



４．経営上の問題点(4)

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 33

販売・営業面 (国・地域別、複数回答､上位６項目)

 上位５項目を挙げた企業の割合は３割を超え、国･地域別にみても順位の差はあるものの上位５項目は同じ結果が上
がった。

競合相手の台頭(コスト面で競合) 主要取引先からの値下げ要請 取引先からの発注量の減少

主要販売市場の低迷(消費低迷) 新規顧客の開拓が進まない 本社からの発注量の減少

総数(n=811) 中国(n=560) 香港(n=66)

韓国(n=81)

台湾(n=104)

(%)
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販売・営業面 (中国 省市別、複数回答、上位６項目)
遼寧省(n=63) 北京市(n=55) 天津市(n=20)

江蘇省(n=38) 上海市(n=112) 広東省(n=154)

山東省(n=88)

 中国の省市別でみると､広東省では｢競合相手の台頭｣､｢主要取引先からの値下げ要請｣を挙げる企業の割合が約６割と
他の省市と比較して高い｡

 山東省では｢主要販売市場の低迷｣､｢競合相手の台頭｣､｢本社からの発注量の減少｣が上位３項目として挙げられ､傾向
に差がみられた。

競合相手の台頭(コスト面で競合) 主要取引先からの値下げ要請

取引先からの発注量の減少

新規顧客の開拓が進まない

主要販売市場の低迷(消費低迷) 本社からの発注量の減少
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販売・営業面 前年比 (国・地域別)

製造業

非製造業

総数(n=493:09年, 425:08年)

中国(n=377:09年, 313:08年)

香港(n=11:09年, 14:08年)

台湾(n=61:09年, 63:08年)

韓国(n=44:09年, 35:08年)

競合相手の台頭(コスト面で競合) 主要取引先からの値下げ要請 主要販売市場の低迷(消費低迷)

取引先からの発注量の減少 新規顧客の開拓が進まない

競合相手の台頭(コスト面で競合) 主要取引先からの値下げ要請

新規顧客の開拓が進まない主要販売市場の低迷(消費低迷)

(ポイント)

 前年度の調査結果との比較では､上位項目で順位の
変動がみられた。製造業では｢主要取引先からの値
下げ要請｣､｢主要販売市場の低迷(消費低迷)｣､｢取引
先からの発注量の減少｣を挙げた企業の割合が08年
度調査から減少した一方､｢競合相手の台頭(コスト
面で競合)｣を挙げた企業の割合は28.4ポイント増
加(26.6%→55.0％)した。

 非製造業では､世界同時不況からいち早く回復し比
較的堅調に拡大している内需を背景に､｢主要販売
市場の低迷(消費低迷)｣を挙げた企業の割合が減少
した一方で､｢競合相手の台頭(コスト面で競合)｣､

｢主要取引先からの値下げ要請｣を挙げた企業の割
合がそれぞれ11.8ポイント(39.1%→50.9%)､ 11.7

ポイント (30.4%→42.1%)増加している。
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-40 -20 0 20 40 

総数
中国
香港
台湾
韓国

-3.8 
-14.5 

9.3 
17.4 

5.2 

-40 -20 0 20 40 

総数
中国
香港
台湾
韓国

(ポイント)

(注) 「取引先からの発注量の減少」は前年度の非製造業調査の選択肢にないため比
較対象から除いた。
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財務・金融・為替面
(国・地域別、複数回答、上位６項目)

 財務・金融・為替面の問題点について複数回答で尋ねたところ、国・地域を問わず、為替レートの変動を問題点とし
て挙げる企業の割合が高い。韓国、台湾では、現地通貨の対円、対ドルレートの変動を挙げる企業の割合が高い一方
で、香港では、円の対ドル為替レートの変動を挙げる企業の割合が高かった。

現地通貨の対円為替レートの変動 税務(法人税、移転価格課税など)の負担 円の対ドル為替レートの変動

現地通貨の対ドル為替レートの変動 業務規模拡大に必要なｷｬｯｼｭﾌﾛｰの不足 資金調達・決済に関わる規制

総数(n=780) 中国(n=539) 香港(n=61)

韓国(n=79)

台湾(n=101)

(%)
(ASEAN)(n=1,465) (インド)(n=157)

41.9 

84.8 

62.4 

34.4 

32.7 

42.7 

47.1 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

台湾

香港

中国

(ASEAN)

(インド)

32.6 

38.8 

19.8 

19.7 

16.5 

23.6 

40.8 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

台湾

香港

韓国

(ASEAN)

(インド)

28.6 

54.1 

27.8 

27.7 

15.2 

19.6 

17.2 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

中国

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

25.6 

45.6 

41.6 

22.3 

3.3 

41.4 

40.1 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

台湾

中国

香港

(ASEAN)

(インド)

22.2 

28.2 

9.8 

8.9 

7.6 

20.5 

29.9 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

14.9 

19.5 

6.6 

4.0 

3.8 

5.3 

10.2 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)
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財務・金融・為替面
(中国 省市別、複数回答、上位６項目)

 中国では、徴税強化の動きを反映し、「税務(法人税、移転価格課税)などの負担」を挙げる企業の割合が最も多く４
割にのぼる。

 省市別には、江蘇省で「円の対ドル為替レートの変動」､「現地通貨の対円為替レートの変動」など、為替レートの
変動を指摘する回答が多い。上海では､｢業務規模拡大に必要なキャッシュフローの不足｣を挙げる企業の割合が他の
地域より高い。

税務(法人税、移転価格課税など)の負担 現地通貨の対円為替レートの変動 業務規模拡大に必要なｷｬｯｼｭﾌﾛｰの不足

円の対ドル為替レートの変動 現地通貨の対ドル為替レートの変動 資金調達・決済に関わる規制

(%)

44.3 

43.6 

40.3 

38.1 

37.3 

34.3 

33.3 

0 20 40 60 80 100 

山東省

江蘇省

遼寧省

広東省

北京市

上海市

天津市

46.2 

40.3 

33.3 

30.7 

27.8 

27.5 

27.2 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

遼寧省

上海市

山東省

天津市

北京市

広東省

37.1 

31.4 

29.3 

25.6 

24.2 

23.9 

11.1 

0 20 40 60 80 100 

上海市

北京市

広東省

江蘇省

遼寧省

山東省

天津市

48.7 

37.4 

29.4 

22.6 

20.5 

19.1 

16.7 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

広東省

北京市

遼寧省

山東省

上海市

天津市

28.2 

27.8 

27.4 

25.2 

19.3 

18.1 

15.7 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

天津市

遼寧省

広東省

山東省

上海市

北京市

23.1 

22.6 

22.2 

21.6 

21.0 

18.4 

18.2 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

遼寧省

天津市

北京市

上海市

広東省

山東省

遼寧省(n=62) 北京市(n=51) 天津市(n=18)

江蘇省(n=39) 上海市(n=105) 広東省(n=147)

山東省(n=88)
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財務・金融・為替面 支払い遅延率

0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)国・地域別 中国 省市別

10%未満 10～20%未満 20～40%未満

40%以上

77.9 

89.5 

86.1 

79.4 

74.4 

13.3 

9.5 

7.6 

11.1 

15.1 

5.9 

1.0 

6.3 

4.8 

6.9 

2.9 

4.8 

3.6 

総数(n=798社)

台湾(n=105社)

韓国(n=79社)

香港(n=63社)

中国(n=551社)

 売掛金に占める支払遅延率(金額ベース)については、「10%未満」と回答した企業の割合が約８割となっている。
国・地域別にみると､｢10%未満｣と回答した企業の割合が中国で若干低い。

 中国を省市別にみると､｢10%未満｣と回答した企業の割合は７～８割である。

80.2 

76.9 

76.0 

72.2 

70.1 

70.0 

69.4 

9.9 

18.0 

15.3 

16.7 

17.8 

15.0 

17.7 

7.7 

2.6 

6.0 

7.4 

7.5 

10.0 

6.5 

2.2 

2.6 

2.7 

3.7 

4.7 

5.0 

6.5 

山東省(n=91社)

江蘇省(n=39社)

広東省(n=150社)

北京市(n=54社)

上海市(n=107社)

天津市(n=20社)

遼寧省(n=62社)
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雇用・労働面 (国・地域別、複数回答、上位６項目)

 雇用・労働面の問題点について複数回答で尋ねたところ、「従業員の賃金上昇」を挙げる企業の割合が際立って高い
結果となった。特に､韓国､中国でその割合が６割以上と高い。

 香港では､｢従業員の賃金上昇」と並び｢日本人出向役職員(駐在員)のコスト｣を上げる企業の割合が高かった。

(注) 製造業のみを対象とした選択肢(「人材(一般ワーカー)の採用難」「人材(技術者)の採用難」)の回答企業の母数は、製造業のみ。本設問に回答した製造業のサンプル数ｎは、次
の通り。総数489、中国379、香港11、台湾55、韓国44。

従業員の賃金上昇 管理職、現場責任者の現地化が困難 人材(一般ワーカー)の採用難(製造業のみ)

解雇・人員削減に対する規制 日本人出向役職員(駐在員)のコスト 従業員の定着率

総数(n=801) 中国(n=563) 香港(n=63)

韓国(n=78)

台湾(n=97)

(%)
(ASEAN)(n=1,522) (インド)(n=161)

58.4 

68.0 

62.7 

47.6 

33.0 

46.8 

62.7 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

中国

香港

台湾

(ASEAN)

(インド)

31.2 

35.1 

32.5 

30.2 

18.0 

30.6 

16.2 

0 20 40 60 80 100 

総数

台湾

中国

香港

韓国

(ASEAN)

(インド)

29.2 

36.4 

18.2 

5.5 

11.6 

4.4 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

28.0 

46.0 

30.9 

26.6 

19.2 

30.4 

49.1 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

台湾

中国

韓国

(ASEAN)

(インド)

27.2 

32.2 

17.5 

16.7 

13.4 

26.4 

32.3 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

韓国

台湾

(ASEAN)

(インド)

29.2 

33.9 

24.4 

22.7 

3.2 

20.0 

8.1 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

韓国

台湾

香港

(ASEAN)

(インド)
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雇用・労働面 (中国 省市別、複数回答、上位６項目)

 省市別の特徴として､遼寧省で｢従業員の賃金上昇｣、天津市で｢解雇・人員削減に対する規制｣､｢管理者、現場責任者
の現地化が困難｣、江蘇省で｢人材(一般ワーカー)の採用難｣、広東省で｢従業員の定着率｣が他の省市と比較して高い結
果がでている。

(注) 製造業のみを対象とした選択肢(「人材(一般ワーカー)の採用難」「人材(技術者)の採用難」)の回答企業の母数は、製造業のみ。本設問に回答した製造業のサンプル数ｎは、次
の通り。総数379、遼寧48、北京22、天津17、山東68、江蘇39、上海42、広東119。

従業員の賃金上昇 解雇・人員削減に対する規制 管理職、現場責任者の現地化が困難

従業員の定着率 人材(中間管理職)の採用難 日本人出向役職員(駐在員)のコスト

(%)

遼寧省(n=63) 北京市(n=55) 天津市(n=20)

江蘇省(n=39) 上海市(n=109) 広東省(n=156)

山東省(n=90)

74.6 

66.7 

61.5 

61.5 

60.6 

54.6 

45.0 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省

山東省

江蘇省

広東省

上海市

北京市

天津市

50.0 

43.6 

36.5 

34.4 

33.9 

32.7 

23.1 

0 20 40 60 80 100 

天津市

北京市

遼寧省

山東省

上海市

広東省

江蘇省

45.0 

40.0 

37.2 

35.9 

28.9 

28.6 

26.6 

0 20 40 60 80 100 

天津市

北京市

広東省

江蘇省

山東省

遼寧省

上海市

47.4 

38.5 

34.4 

23.8 

20.0 

19.3 

18.2 

0 20 40 60 80 100 

広東省

江蘇省

山東省

遼寧省

天津市

上海市

北京市

37.8 

36.4 

31.2 

28.6 

20.5 

18.0 

15.0 

0 20 40 60 80 100 

山東省

北京市

上海市

遼寧省

広東省

江蘇省

天津市

36.4 

35.0 

33.3 

26.6 

25.6 

21.8 

20.5 

0 20 40 60 80 100 

北京市

天津市

遼寧省

上海市

山東省

広東省

江蘇省
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雇用・労働面 経営の現地化の現状と内容 (国・地域別)

55.2 

71.3 

56.9 

53.5 

48.5 

27.2 

13.8 

23.5 

29.9 

25.8 

17.6 

15.0 

19.6 

16.6 

25.8 

総数(n=820社)

韓国(n=80社)

台湾(n=102社)

中国(n=572社)

香港(n=66社)

0 20 40 60 80 100

(%)

(%)

現地化の現状

現地化の内容
（複数回答、上位８項目）

進めている 進めたいが､進まない 進める予定はない

 現地化について､韓国で
は｢進めている｣が7割に
上り最も進んでいる。

 進めている経営の現地
化の内容は､人事・労務
面の内容が､マーケティ
ングや製品・サービス
開発といった販売､開発
面での現地化より進ん
でいる。

現地人材の登用(部長・課長級) 現地人材の研修・育成の強化 現地人材の登用(役員級) 能力主義など人事制度の改正

即戦力となる現地人材の中途採用 現地における企画・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ力の強化 現地における製品・ｻｰﾋﾞｽ開発力の強化 本社から現地への権限の委譲

81.2 

83.0 

81.3 

81.0 

71.9 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

63.4 

66.3 

62.5 

58.6 

52.6 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

41.1 

66.7 

43.1 

36.6 

34.4 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

台湾

中国

香港

40.2 

50.9 

40.9 

32.8 

28.1 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

中国

台湾

香港

34.9 

40.4 

34.6 

34.4 

31.0 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

中国

香港

台湾

27.6 

36.8 

31.0 

26.5 

15.6 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

台湾

中国

香港

23.8 

31.0 

24.5 

21.1 

9.4 

0 20 40 60 80 100 

総数

台湾

中国

韓国

香港

21.6 

33.3 

25.0 

19.9 

17.2 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

香港

中国

台湾

総数(n=453) 中国(n=306) 香港(n=32) 台湾(n=58) 韓国(n=57)



４．経営上の問題点(13)

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 42

雇用・労働面 経営の現地化の現状と内容 (中国 省市別)

0 20 40 60 80 100

(%)

(%)

現地化の現状

現地化の内容 （複数回答、上位８項目）

遼寧省(n=32) 北京市(n=37) 天津市(n=11)

山東省(n=52) 江蘇省(n=17) 上海市(n=55)

広東省(n=81)

進めている
進めたいが､進まな
い

進める予定はない

 中国で省市別に経営の現地化を｢進めている｣企業
の割合をみると、北京市が６割を上回り最も高く､
山東省､天津市が続く。

 進めている経営の現地化の内容について複数回答
で尋ねたところ、「現地人材の登用(部長・課長
級)」､「現地人材の研修・育成の強化」が上位に
挙がった。省市別には､北京市で「現地人材の登用
(部長・課長級)」､江蘇省で「現地人材の研修・育
成の強化」､遼寧省で「能力主義など人事制度の改
正」が他の省市よりも相対的に高かった。

63.8 

56.5 

55.0 

51.9 

50.0 

48.7 

43.6 

20.7 

31.5 

30.0 

33.3 

32.8 

29.2 

28.2 

15.5 

12.0 

15.0 

14.7 

17.2 

22.1 

28.2 

北京市(n=58社)

山東省(n=92社)

天津市(n=20社)

広東省(n=156社)

遼寧省(n=64社)

上海市(n=113社)

江蘇省(n=39社)

即戦力となる現地人材の中途採用 現地における企画・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ力の強化 現地における製品・ｻｰﾋﾞｽ開発力の強化 本社から現地への権限の委譲

現地人材の登用(部長・課長級) 現地人材の研修・育成の強化 能力主義など人事制度の改正 現地人材の登用(役員級)

100.0 
88.2 
86.5 

84.0 
83.6 

80.8 
71.9 

0 20 40 60 80 100 

天津市
江蘇省
北京市
広東省
上海市
山東省
遼寧省

82.4 
81.1 

78.1 
64.2 
63.6 

60.0 
57.7 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省
北京市
遼寧省
広東省
天津市
上海市
山東省

65.6 
48.7 

41.8 
40.4 

36.4 
35.8 

29.4 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省
北京市
上海市
山東省
天津市
広東省
江蘇省

45.5 
43.6 

41.2 
40.5 

37.5 
36.5 

27.2 

0 20 40 60 80 100 

天津市
上海市
江蘇省
北京市
遼寧省
山東省
広東省

51.4 
41.8 

37.0 
30.8 

27.3 
25.0 
23.5 

0 20 40 60 80 100 

北京市
上海市
広東省
山東省
天津市
遼寧省
江蘇省

43.2 
34.4 
32.7 

27.3 
21.2 
21.0 

5.9 

0 20 40 60 80 100 

北京市
遼寧省
上海市
天津市
山東省
広東省
江蘇省

35.1 
30.9 
29.4 

27.3 
25.0 

21.2 
17.3 

0 20 40 60 80 100 

北京市
上海市
江蘇省
天津市
遼寧省
山東省
広東省

29.1 
25.0 
24.3 

21.2 
18.2 
17.7 

13.6 

0 20 40 60 80 100 

上海市
遼寧省
北京市
山東省
天津市
江蘇省
広東省
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雇用・労働面 経営の現地化 (中国 業種別)

製造業 非製造業
0 20 40 60 80 100

(%)

0 20 40 60 80 100

(%)

進めている
進めたいが､進まな
い

進める予定はない

 中国で経営の現地化を「進めている」と回答した企
業の割合は、製造業､非製造業で大きな差はみられ
なかった。

 製造業では、輸送用機器、非鉄金属、電気機械・電
子機器、精密機械、非製造業では、銀行、不動産、
ホテル・旅行・外食で６割を上回る。

52.9 

100.0 

80.0 

65.9 

64.3 

59.0 

56.5 

55.0 

54.6 

52.5 

50.0 

50.0 

47.1 

44.4 

33.3 

28.6 

25.0 

31.9 

20.0 

22.0 

35.7 

30.8 

26.1 

35.0 

36.4 

35.6 

39.3 

16.7 

17.7 

38.9 

47.6 

42.9 

25.0 

15.2 

12.2 

10.3 

17.4 

10.0 

9.1 

11.9 

10.7 

33.3 

35.3 

16.7 

19.1 

28.6 

50.0 

総数(n=382社)

輸送用機器（自動車・二輪車）(n=7社)

非鉄金属(n=5社)

電気機械・電子機器(n=41社)

精密機械(n=14社)

食品・農水産加工品(n=39社)

プラスチック製品(n=23社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=11社)

電気・電子部品(n=59社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=28社)

窯業・土石(n=6社)

化学品・石油製品(n=17社)

衣服・繊維製品(n=18社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

ゴム製品(n=7社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=8社)

54.7 

87.5 

66.7 

60.0 

58.8 

50.0 

48.5 

47.1 

20.0 

25.8 

16.7 

20.0 

35.3 

26.2 

24.2 

35.3 

60.0 

19.5 

12.5 

16.7 

20.0 

5.9 

23.8 

27.3 

17.7 

20.0 

総数(n=190社)

銀行(n=8社)

不動産(n=6社)

ホテル・旅行・外食(n=5社)

通信・ソフトウエア(n=17社)

商社(n=42社)

販売会社(n=33社)

運輸・倉庫(n=17社)

建設・プラント(n=5社)
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雇用・労働面 経営の現地化の問題点
(国・地域別、複数回答、上位６項目)

 経営の現地化の問題について複数回答で尋ねたところ、「現地人材の育成が進まない」､「幹部候補人材の採用難」
が上位。

 現地化が他の国・地域より進んでいる韓国では「幹部候補人材の採用難」､「日本人駐在員削減の難しさ」を挙げる
企業の割合が低い一方､「本社から現地への権限委譲が進まない」を挙げる企業の割合が高い。

現地人材の育成が進まない 幹部候補人材の採用難 日本人駐在員削減の難しさ

本社から現地への権限委譲が進まない 現地における企画・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ力の弱さ 現地人材の語学力水準の低さ

総数(n=221) 中国(n=170) 香港(n=17)

韓国(n=11)

台湾(n=23)

(%)

(ASEAN)(n=1,465) (インド)(n=152)

70.1 

73.9 

70.6 

64.7 

63.6 

57.3 

44.7 

0 20 40 60 80 100 

総数

台湾

中国

香港

韓国

(ASEAN)

(インド)

48.0 

52.9 

41.2 

39.1 

44.2 

44.7 

0 20 40 60 80 100 

総数

台湾

中国

香港

韓国

(ASEAN)

(インド)

27.6 

34.8 

29.4 

27.7 

9.1 

21.8 

20.4 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

中国

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

24.9 

54.6 

23.5 

23.5 

21.7 

14.7 

15.8 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

台湾

中国

香港

(ASEAN)

(インド)

19.9 

23.5 

21.2 

13.0 

9.1 

26.1 

9.2 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

中国

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

22.6 

26.1 

23.5 

22.4 

18.2 

22.7 

22.4 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

中国

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)
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雇用・労働面 経営の現地化の問題点
(中国 省市別、複数回答、上位６項目)

 経営の現地化の問題について複数回答で尋ねたところ、中国では「現地人材の育成が進まない」､「幹部候補人材の
採用難」が上位２項目となった。

 省市別では､天津市､江蘇省で｢現地人材の育成が進まない」､江蘇省､北京市､天津市で「幹部候補人材の採用難」を
挙げる企業の割合が高い。

現地人材の育成が進まない 幹部候補人材の採用難 日本人駐在員削減の難しさ

本社から現地への権限委譲が進まない 現地における企画・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ力の弱さ 現地人材の語学力水準の低さ

(%)

遼寧省(n=21) 北京市(n=12) 天津市(n=6)

江蘇省(n=11) 上海市(n=33) 広東省(n=52)

山東省(n=28)

83.3 

81.8 

76.2 

75.0 

75.0 

64.3 

63.6 

0 20 40 60 80 100 

天津市

江蘇省

遼寧省

北京市

広東省

山東省

上海市

72.7 

66.7 

66.7 

60.7 

54.6 

42.9 

42.3 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

北京市

天津市

山東省

上海市

遼寧省

広東省

33.3 

33.3 

30.8 

27.3 

27.3 

21.4 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省

北京市

広東省

江蘇省

上海市

山東省

天津市

33.3 

28.6 

27.3 

24.2 

23.1 

14.3 

8.3 

0 20 40 60 80 100 

天津市

山東省

江蘇省

上海市

広東省

遼寧省

北京市

33.3 

33.3 

25.0 

25.0 

18.2 

11.5 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省

上海市

北京市

山東省

江蘇省

広東省

天津市

33.3 

28.9 

25.0 

15.2 

14.3 

14.3 

9.1 

0 20 40 60 80 100 

天津市

広東省

北京市

上海市

遼寧省

山東省

江蘇省
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貿易制度面 (国・地域別、複数回答、上位６項目)

 貿易制度面の問題点について複数回答で尋ねたところ､｢通関等諸手続きが煩雑｣､｢通関に時間を要する｣､｢通達・規則
内容の周知徹底が不十分｣で３割を上回るが､インドよりその割合は低い。

 いずれの項目も総じて、中国で問題点として挙げた企業の割合が高い。「通達・規則内容の周知徹底が不十分」につ
いては、香港も回答した企業の割合が３割を超える。

通関等諸手続きが煩雑 通関に時間を要する 通達・規則内容の周知徹底が不十分

関税の課税評価の査定が不明瞭 関税分類の認定基準が不明瞭 検査制度が不明瞭

総数(n=619) 中国(n=466) 香港(n=31)

韓国(n=57)

台湾(n=65)

(%)
(ASEAN)(n=1,614) (インド)(n=177)

49.9 

58.6 

29.0 

23.1 

21.1 

38.2 

68.0 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

38.3 

44.0 

25.8 

20.0 

19.3 

31.7 

59.9 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

35.2 

39.7 

32.3 

21.1 

16.9 

38.0 

39.5 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

韓国

台湾

(ASEAN)

(インド)

22.0 

25.5 

16.1 

13.9 

5.3 

26.6 

28.6 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

香港

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

21.0 

23.2 

20.0 

12.9 

8.8 

25.2 

19.1 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

台湾

香港

韓国

(ASEAN)

(インド)

20.8 

24.5 

12.3 

8.8 

6.5 

16.2 

16.3 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

台湾

韓国

香港

(ASEAN)

(インド)
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貿易制度面 (中国 省市別、複数回答、上位６項目)

 貿易制度面の問題点について複数回答で尋ねたところ、中国ではいずれの省市も｢通関等諸手続きが煩雑｣、｢通関に
時間を要する｣、｢通達・規則内容の周知徹底が不十分」が上位３項目に挙がっている｡

 ｢通関等諸手続きが煩雑」、｢通関に時間を要する｣ともに､天津市､江蘇省､遼寧省で問題点として挙げる企業の割合
が高い。

通関等諸手続きが煩雑 通関に時間を要する 通達・規則内容の周知徹底が不十分

関税の課税評価の査定が不明瞭 検査制度が不明瞭 関税分類の認定基準が不明瞭

(%)

遼寧省(n=57) 北京市(n=33) 天津市(n=17)

江蘇省(n=37) 上海市(n=85) 広東省(n=137)

山東省(n=75)

70.6 

68.4 

67.6 

59.1 

54.7 

54.1 

51.5 

0 20 40 60 80 100 

天津市

遼寧省

江蘇省

広東省

山東省

上海市

北京市

67.6 

64.7 

47.4 

43.5 

42.7 

35.0 

33.3 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

天津市

遼寧省

上海市

山東省

広東省

北京市

43.9 

43.2 

43.1 

42.4 

40.0 

32.9 

29.4 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省

江蘇省

広東省

北京市

山東省

上海市

天津市

35.1 

32.1 

24.2 

23.5 

22.8 

18.7 

17.7 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

広東省

北京市

上海市

遼寧省

山東省

天津市

30.7 

28.5 

24.7 

24.3 

19.3 

11.8 

6.1 

0 20 40 60 80 100 

山東省

広東省

上海市

江蘇省

遼寧省

天津市

北京市

29.8 

29.2 

23.5 

18.9 

18.7 

17.7 

12.1 

0 20 40 60 80 100 

遼寧省

広東省

天津市

江蘇省

山東省

上海市

北京市
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生産面 (国・地域別、複数回答、上位６項目) *製造業のみ

 製造業の企業に対し生産面の問題点について複数回答で尋ねたところ、中国では「品質管理の難しさ」、香港､韓国､
台湾では「調達コストの上昇」を挙げた企業の割合が最も高かった。

品質管理の難しさ 原材料・部品の現地調達の難しさ 限界に近づきつつあるコスト削減

調達コストの上昇 環境規制の厳格化 設備面での生産能力の不足

総数(n=463) 中国(n=366) 香港(n=6)

韓国(n=34)

台湾(n=57)

(%)
(ASEAN)(n=874) (インド)(n=67)

51.2 

55.5 

40.4 

33.3 

26.5 

45.8 

38.8 

0 20 40 60 80 100 

総数

中国

台湾

香港

韓国

(ASEAN)

(インド)

44.9 

52.9 

45.9 

35.1 

33.3 

44.9 

47.8 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

中国

台湾

香港

(ASEAN)

(インド)

43.2 

52.9 

52.6 

50.0 

40.7 

46.8 

23.9 

0 20 40 60 80 100 

総数

韓国

台湾

香港

中国

(ASEAN)

(インド)

40.8 

66.7 

61.8 

54.4 

36.3 

42.9 

46.3 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

韓国

台湾

中国

(ASEAN)

(インド)

21.0 

33.3 

22.1 

17.5 

11.8 

9.4 

3.0 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

中国

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)

17.5 

33.3 

19.1 

10.5 

8.8 

20.9 

14.9 

0 20 40 60 80 100 

総数

香港

中国

台湾

韓国

(ASEAN)

(インド)
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生産面 (中国 省市別、複数回答、上位６項目) *製造業のみ

 中国で製造業の企業に対し、生産面の問題点について複数回答で尋ねたところ、上海市は「品質管理の難しさ」､江
蘇省は「原材料・部品の現地調達の難しさ」｢品質管理の難しさ｣を挙げる企業の割合が６割以上と高い。

(%)

遼寧省(n=47) 北京市(n=18) 天津市(n=16)

江蘇省(n=39) 上海市(n=43) 広東省(n=112)

山東省(n=67)

65.1 

61.5 

57.5 

53.6 

50.0 

44.8 

44.4 

0 20 40 60 80 100 

上海市

江蘇省

遼寧省

広東省

天津市

山東省

北京市

64.1 

56.3 

48.9 

43.8 

41.9 

40.3 

38.9 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

天津市

遼寧省

広東省

上海市

山東省

北京市

50.0 

46.4 

42.6 

41.8 

41.0 

37.5 

32.6 

0 20 40 60 80 100 

北京市

広東省

遼寧省

山東省

江蘇省

天津市

上海市

52.2 

41.0 

34.9 

31.9 

30.4 

27.8 

12.5 

0 20 40 60 80 100 

山東省

江蘇省

上海市

遼寧省

広東省

北京市

天津市

25.6 

25.6 

25.5 

24.1 

22.4 

6.3 

5.6 

0 20 40 60 80 100 

江蘇省

上海市

遼寧省

広東省

山東省

天津市

北京市

25.0 

23.2 

20.9 

20.9 

20.5 

12.8 

5.6 

0 20 40 60 80 100 

天津市

広東省

上海市

山東省

江蘇省

遼寧省

北京市

品質管理の難しさ 原材料・部品の現地調達の難しさ 限界に近づきつつあるコスト削減

調達コストの上昇 環境規制の厳格化 設備面での生産能力の不足
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生産面 前年比 (国・地域別) *製造業のみ

(ポイント)

 前年度の調査では､原材料価格の高騰を受けて「調達コストの上昇」を挙げた企
業の割合が最も高かったが､09年度の調査では中国で同項目を挙げた企業の割合
が23.7ポイント減少(60.0%→36.3%)､北東アジア総数でも20.6ポイント(61.4% 
→40.8%)減少した。

 他方､｢原材料・部品の現地調達の難しさ｣(30.1%→44.9%)､｢品質管理の難し
さ」(41.3%→51.2%) は､いずれの国・地域も問題点として挙げた企業の割合が
増加し､北東アジア総数でもそれぞれ､14.8ポイント､9.9ポイント増加してい
る。

品質管理の難しさ 原材料・部品の現地調達の難しさ 限界に近づきつつあるコスト削減

環境規制の厳格化 設備面での生産能力の不足 電力不足

資本財・中間財輸入に対する高関税

短期間での生産品目の切り替えが困難

総数(n=463) 中国(n=366) 香港(n=6)

韓国(n=34)台湾(n=57)

調達コストの上昇

9.9 

9.3 

0.0 

10.4 

9.8 

-40 -20 0 20 40 
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中国

香港
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-40 -20 0 20 40 

総数

中国

香港
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6.0 
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5.1 
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生産面 現地調達率 *製造業のみ､平均値
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41.1

23.6
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総数(n=446社)

中国(n=350社)

台湾(n=53社)

韓国(n=36社)

香港(n=7社)

(ＡＳＥＡＮ)(n=879社)

(インド)(n=64社)

(%)国・地域別 中国 省市別 (%)

 製造業の企業に対し､原材料・部材の現地調達率を尋ねた結果の平均値は､44.8%だった。
 国・地域別には､香港を除き､いずれの国・地域も４割台で､ASEAN､インドの進出企業とも同じ水準である。
 中国を省市別にみると､上海市、北京市で５割を超えた一方、加工貿易の比率が高いとされる広東省、遼寧省では４

割前後となっている。
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上海市(n=42社)

北京市(n=17社)
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生産面 現地調達率 (中国 業種別) *製造業のみ､平均値

(%)

 中国における現地調達率を業種別にみると、窯業・土石、輸送用機器、一般機械で６割を上回
る一方、ゴム製品、鉄鋼、繊維で３割前後となっている。
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生産面 現地調達先 *製造業のみ､平均値
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(%)
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国・地域別 中国 省市別
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 現地調達における調達先の内訳は「地場企業」が最も多く､｢現地進出日系企業｣､｢その他外資系企業」が続く。
 国・地域別にみると､｢地場企業｣からの調達の割合は、韓国､台湾で８割と高く､また､いずれの国・地域でもASEAN

地域の回答結果より高い。ASEANでは､｢現地進出日系企業｣の挙げる企業の割合が５割を上回る。
 中国を省市別にみると､広東省､北京市､江蘇省で｢地場企業｣と｢現地進出日系企業｣の割合が拮抗しているが、その他

の省市では｢地場企業｣の割合が高く､山東省では７割に上る。
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北京市

(n=13社)

広東省
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今後1～2年の事業展開の方向性 (国・地域別)

0 20 40 60 80 100

(%)

拡大 現状維持 縮小

国内他地域・第３国(地域)へ移転・撤退

「事業拡大」と回答した企業の割合の推移(08～09年度)

57.0 

61.9 

60.5 

40.2 

35.4 

46.6 

74.9 

37.7 

34.6 

32.1 

48.0 

55.4 

49.3 

24.6 

3.9 

1.8 

7.4 

11.8 

6.2 

3.1 
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3.1 
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総数(n=820社)

中国(n=572社)

韓国(n=81社)

台湾(n=102社)

香港(n=65社)

(ASEAN)(n=1,593
社)

(インド)(n=175社)

 今後の事業展開の方向性について､中国､韓国
では６割が｢拡大｣を志向、ASEANを上回る。

 金融危機後にもかかわらず、｢事業拡大｣を志
向する企業の割合が､香港を除き堅調に増加し
ており、ASEAN､インドと異なる結果となって
いる。

 
08年

(n=681社)

09年
(n=820社)

増減
(ポイント)

北東アジア計 54.9 57.0 2.0 

 

中国 60.2 61.9 1.7 
韓国 58.1 60.5 2.4 
台湾 39.6 40.2 0.6 
香港 42.9 35.4 -7.5 

 
(ASEAN) 57.0 46.6 -10.3 
(インド) 81.5 74.9 -6.6 
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今後1～2年の事業展開の方向性 (中国 省市別)

0 20 40 60 80 100

(%)

拡大 現状維持 縮小

国内他地域・第３国(地域)へ移転・撤退

 中国を省市別に今後の事業展開の方向性をみると､中国市場開拓のゲートウェイとして商社機能、販売機能が集中す
る上海市、商社等の中国本社機能が集中する北京市、日系自動車部品メーカーが多い天津市で、事業拡大を志向する
企業の割合が7割を超えている。これら3市は、回答企業の輸出有無をみると輸出をしていない企業の割合が高く内
販型企業が多い。

 人件費の安さを活用することを目的に、労働集約型、輸出指向型の企業が数多く立地してきた山東省、遼寧省、広東
省では事業拡大を志向する企業の割合が6割以下と相対的に低い。
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今後1～2年の事業展開の方向性 (中国 業種別)

製造業 非製造業

0 20 40 60 80 100

(%)
0 20 40 60 80 100

(%)

拡大 現状維持 縮小

国内他地域・第３国(地域)へ移転・撤退

 業種別に事業拡大を志向する企業の割合をみると、
非製造業が７割で、６割弱の製造業と比べて高い。

 非製造業では商社、ホテル・旅行・外食、販売会
社、製造業では非鉄金属、輸送用機器、食品・農水
産加工品、輸送用機器部品等で事業拡大傾向が強
い。
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輸送用機器（自動車・二輪車）(n=7社)

食品・農水産加工品(n=39社)

輸送用機器部品（自動車・二輪車）(n=27社)

一般機械(金型・機械工具を含む)(n=20社)

化学品・石油製品(n=17社)

精密機械(n=14社)

鉄鋼(鋳鍛造品を含む)(n=8社)

金属製品(メッキ加工を含む)(n=21社)

ゴム製品(n=7社)

電気機械・電子機器(n=41社)

窯業・土石(n=6社)

衣服・繊維製品(n=18社)

プラスチック製品(n=23社)
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繊維(紡績・織物・化学繊維)(n=11社)
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建設・プラント(n=5社)
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今後1～2年の事業展開の方向性
(中国 従業員規模別)
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 従業員規模別には、
製造業では、従業員
数1,000 人以上の企
業で、｢事業拡大｣を
志向する企業の割合
が低い。

 流通、販売、運輸な
ど人がサービスや付
加価値を提供するた
め労働集約性が高い
非製造業では、従業
員数1,000人以上の
企業で、「拡大｣を
志向する企業の割合
は８割にのぼり、製
造業とは対照的な結
果が出ている。
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今後1～2年の事業展開の方向性
(中国 設立年別､現地化状況別)
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 設立年別にみると、設立後の経過年数が短いほど事業拡大を志向する企業の割合が高い。
 現地化を進めている企業は、現地化を進めたいが進まない企業、進める予定はない企業と比べ、事業拡大を志向する

企業の割合が高い。



５．今後の事業展開(6)

Copyright © 2010 JETRO. All rights reserved. 禁無断掲載 59

今後1～2年の事業展開の方向性
(中国 輸出比率別､現地調達比率別)
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 輸出比率別にみると、輸出比率50％未満は事業拡大を志向する企業が7割にのぼるが、50％以上になるとその割合は
下がり、輸出100％企業については３割強まで低下する。

 現地調達率は、高いほど事業拡大を志向する企業の割合が高い傾向が表れている。
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事業規模拡大の方針(国・地域別、複数回答、上位６項目)

(%)

総数(n=466) 中国(n=353) 香港(n=23)

台湾(n=41) 韓国(n=49) (ASEAN)(n=742)

(インド)(n=131)

 今後１～２年の事業を「拡大」する方向と回答した企業の「拡大」の具体的な方針を複数回答で尋ねたところ､｢新
規市場の開拓(営業/販売ネットワーク拡充)｣を挙げる企業の割合が約７割にのぼる。

 「追加投資による既存の事業規模拡大」ではASEAN､インドで高い。
 ｢設計・研究開発/企画機能の強化」は、中国、韓国で挙げた企業の割合が相対的に高い。

新規市場の開拓(営業/販売ネットワーク拡充) 生産品目/サービス内容の多角化(分野の拡大) 追加投資による既存の事業規模拡大

生産品目/サービスの高付加価値化 設計・研究開発/企画機能の強化 特定品目の生産拠点/サービス拠点を貴社に集約

(%)
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事業規模拡大の方針 (中国 省市別、複数回答、上位６項目)

遼寧省(n=36) 北京市(n=39) 天津市(n=14)

山東省(n=47) 江蘇省(n=24) 上海市(n=82)

広東省(n=90)

 「拡大」の具体的な方針を複数回答で尋ねたところ､北京市では「新規市場の開拓(営業・販売ネットワーク拡充)｣、
｢生産品目・サービスの高付加価値化」、上海市では｢生産品目・サービスの高付加価値化｣、江蘇省では｢設計・研
究開発、企画機能の強化」､｢特定品目の生産拠点・サービス拠点の集約｣が他の省市より高い結果となっている。

生産品目/サービスの高付加価値化 設計・研究開発/企画機能の強化 特定品目の生産拠点/サービス拠点を貴社に集約

新規市場の開拓(営業/販売ネットワーク拡充) 生産品目/サービス内容の多角化(分野の拡大) 追加投資による既存の事業規模拡大

(%)
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売上の減少 コストの増加(調達コストや人件費など)

規制の強化
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事業規模縮小・撤退の理由 (国・地域別)

(%)

 今後１～２年の事業展開の方向性を「縮小｣､
｢国内他地域・第３国（地域）へ移転・撤
退」と回答した企業に対し、その理由を複数
回答で尋ねたところ､｢売上の減少」を挙げる
企業の割合が高かった。

 中国では､｢売上の減少」に並んで「コストの
増加(調達コストや人件費など)」を挙げた企
業の割合が７割にのぼる。

総数(n=41) 中国(n=19) 香港(n=4)

台湾(n=12) 韓国(n=6)
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事業規模縮小・撤退の方針

国名

方針(複数回答) 移転先(候補)(複数回答)

有効
回答

現地(地域を
含む)内におけ
る拠点統合

現在の拠点を
第3国(地域)

へ移転

一部生産品目・
サービスを

第３国(地域)の
関係会社へ移転

有効
回答

移転先

中国 14 
3 6 5

11 中国* (７)､ベトナム(３)､日本(２)､韓国(１)､その他(１)
21.4% 42.9% 35.7% 

香港 5
0 4 1

5 
中国(５)､香港、台湾、韓国、インドネシア､マレーシア､シンガポール、タ
イ､オーストラリア、米国、欧州(各１)0.0% 80.0% 20.0% 

台湾 9 
2 1 6

7 中国(４)､台湾､インドネシア､タイ(各２)､ベトナム､インド､その他(各１)
22.2% 11.1% 66.7% 

韓国 4
3 0 1

1 日本(１)
75.0% 0.0% 25.0% 

(ASEAN) 59
30 11 22

29
タイ､ベトナム(各９)､マレーシア(８)､中国(６)､インド(５)､インドネシア(４)､
日本､シンガポール､その他(各２)､フィリピン､その他ASEAN､香港(１)50.9% 18.6% 37.3% 

 現在の拠点の移転を検討する企業の
移転候補先は、中国が最も多い。

 在中国企業の移転先は、中国国内に
次いでベトナムが挙げられた。

 在ASEAN企業はASEAN域内を志向
する企業が多く、域内で事業統合・移
転を検討する傾向が見られた。

 日本への移転を検討する企業は､在
中国企業が２社､在韓国企業が１社
だった。

在中国・ASEAN企業の移転先(候補)(複数回答)

ASEANから
ASEAN

23社* 

中国から
中国
7社 ASEANから

中国
6社

中国から
日本
2社

ASEAN

から日本
2社

中国から
ベトナム

3社

ASEANから
インド
5社

中国:n=11社
ASEAN:n=29社

(注)在中国企業の移転先としての「第3国(地域)」には、中国国内の他地域を含む

日本への移転を検討する
企業の所在国と業種

所在国 回答企業業種

アクセサリー製造(1社)、
電気機械・電子機器(1社)

運輸・倉庫(１社)

電気機械・電子機器(1社)

電気機械・電子機器(1社)フィリピン

マレーシア

韓国

中国

(注)「ASEANからASEAN」は、在ASEANの23社
から複数回答で計34の回答が挙がっている。
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中長期的に有望な生産拠点と求める機能
(国・地域別) *製造業のみ

0 20 40 60 80 100

(%)有望な生産拠点

有望な生産拠点に求める機能（複数回答）

中国 香港 台湾

韓国 ASEAN その他

69.2 

79.5 

71.4 

27.8 

26.9 

0.9 

0.3 

28.6 

2.8 

5.9 

51.9 

3.1 

36.1 

1.9 

10.6 

9.7 

16.7 

13.5 

10.3 

10.6 

16.7 

5.8 

総数(n=455社)

中国(n=360社)

香港 (n=7社)

韓国(n=36社)

台湾(n=52社)

(%)

国内市場向け汎用品の生産販売拠点 国内市場向け高付加価値品の生産販売拠点 第３国(地域)への汎用品の輸出生産拠点

第３国(地域)への高付加価値品の
輸出生産拠点

研究開発拠点 地域統括拠点 地域のサプライチェーン統括拠点

総数(n=432) 中国(n=341) 香港(n=6) 台湾(n=50) 韓国(n=35)

 製造業の企業に対し、中
長期的(５～10年程度)

に、自社製品の生産拠点
の立地先で最適地と評価
する国・地域について単
一回答で尋ねたところ､
｢中国｣を挙げる企業の割
合が、08年度調査と同水
準で約７割にのぼる。

 最適地と評価した国・地
域の生産拠点に求める中
心的な役割・機能につい
ては、「国内市場向け汎
用品の生産販売拠点｣、
｢国内市場向け高付加価値
品の生産販売拠点」を挙
げる企業の割合が５割に
のぼり、輸出生産拠点と
しての役割・機能を上回
る。
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中長期的に有望な市場 （複数回答、上位５カ国）

 
中国(n=545社) 香港(n=63社) 台湾(n=97社) 韓国(n=76社)

 
回答企業数

(社)

構成比
(%)

 
回答企業数

(社)

構成比
(%)

 
回答企業数

(社)

構成比
(%)

 
回答企業数

(社)

構成比
(%)

1位 中国 318 58.3 ベトナム 28 44.4 中国 35 36.1 中国 29 38.2 

2位 インド 127 23.3 インド 24 38.1 インド 27 27.8 インド 29 38.2 

3位 日本 70 12.8 香港 14 22.2 ベトナム 25 25.8 韓国 29 38.2 

4位 ベトナム 68 12.5 タイ 12 19.1 台湾 24 24.7 ベトナム 22 29.0 

5位 米国 47 8.6 中国 10 15.9 日本 16 16.5 日本 10 13.2 

6位 欧州 45 8.3 台湾 7 11.1 タイ 12 12.4 ロシア 10 13.2 

7位 ロシア 40 7.3 米国 5 7.9 インドネシア 12 12.4 インドネシア 9 11.8 

8位 タイ 36 6.6 欧州 5 7.9 米国 9 9.3 米国 8 10.5 

9位 香港 31 5.7 インドネシア 5 7.9 マレーシア 8 8.3 台湾 7 9.2 

10位 台湾 26 4.8 ロシア 4 6.4 欧州 7 7.2 タイ 5 6.6 

所在国・地域別 上位10カ国・地域

 中長期的(５～10年程度)

に、自社の事業・製品・
サービスの市場として潜
在性が高いと評価する
国・地域について複数回
答で尋ねたところ、｢中
国｣､｢インド｣､｢ベトナ
ム｣､｢日本｣､｢米国」が上
位５カ国となった。

 所在国・地域別に上位10

カ国・地域をみると、中
国、インド、ベトナムお
よび各所在国・地域が上
位に選ばれている。

(%)
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総数(n=781) 中国(n=545)

香港(n=63) 台湾(n=97)
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華南
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中長期的に有望な市場 （複数回答、中国国内地域）
(%)

 中長期的に有望な市場として｢中国｣を挙げた企業の回答の詳細を中国国内のどの地域かを分けてみると、北東アジ
ア全体では､地理的に近い在香港､台湾企業､および､韓国企業の回答が集まった｢華南」が最も多く､｢華東｣が続く。

 在中国企業の回答では､｢華東｣と｢華南｣が拮抗し､次いで､｢華北｣､｢中部｣､｢東北｣､｢西部｣の順となっている。

総数(n=781) 中国(n=545)

香港(n=63) 台湾(n=97)

韓国(n=76)
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新型インフルエンザの流行により、
対応に困ったこと

具体的な
項目を

挙げた企業

57.0%

特になしと
回答した
企業

43.0%

中国(n=568)

台湾(n=103)

韓国(n=81)

香港(n=67)

ベトナム(n=142)

タイ(n=694)

マレーシア(n=264)

シンガポール(n=214)

ミャンマー(n=17)

フィリピン(n=125)

インドネシア(n=124)

バングラデシュ(n=24)

インド(n=171)

スリランカ(n=26)

パキスタン(n=24)

ニュージーランド(n=70)

オーストラリア(n=209)

43.0

42.7

58.0

31.3

43.0

45.5

30.3

37.9
35.3
35.2
34.7

70.8

49.7

76.9

62.5

47.1
47.9

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

第1位 第2位

ASEAN

n=1,580

南西アジア
n=245

オセアニア
n=279

北東アジア
N=819

第3位

抗インフルエンザ薬
の入手

20.8

駐在員・家族の
退避の判断

18.9

事業場の訪問者に
対する健康チェック

18.5

抗インフルエンザ薬
の入手

22.0

マスクの入手

12.2

駐在員・家族の
退避の判断

11.4

蔓延国から帰国した
社員の健康観察

20.1

想定されていた
病原性と対策の乖離

15.1

家族の罹患などに
伴う従業員の欠勤

14.3

抗インフルエンザ薬
の入手

25.8

駐在員・家族の
退避の判断

20.6

事業場の訪問者に
対する健康チェック

16.7

第1位 第2位

ASEAN

第3位

咳エチケットや
手洗い等の健康教育

63.2

日用品やマスク、
消毒薬等の備蓄

58.6

マニュアルの作成

25.9
50.8 22.7 32.5

南西アジア 咳エチケットや
手洗い等の健康教育

51.6

日用品やマスク、
消毒薬等の備蓄

36.6

マニュアルの作成

30.5
49.5 21.1 32.1

2009

2008

2009

2008

n=1,585

n=661

n=246

n=109

(n=2,923)

各地域の困ったこと上位３項目

新型インフルエンザに向けての具体的対策 (%)

(%)

オセアニア
n=281(2009)

北東アジア
n=822(2009)

55.9 39.2

出張の制限

32.7

63.1 60.8

マニュアルの作成

35.9

咳エチケットや
手洗い等の健康教育

咳エチケットや
手洗い等の健康教育

日用品やマスク、
消毒薬等の備蓄

日用品やマスク、
消毒薬等の備蓄

地域全体では、抗インフルエンザ薬の入手を困難と感じている企業が多
い。他方、オセアニアでは、蔓延国から帰国した社員の健康観察を困難と
する企業の割合が最も高い。
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14.0 24.7
24.4中国(n=566)

11.5 26.9
26.9台湾(n=104)

9.9 21.0
28.4韓国(n=81)

16.7 28.8
27.3香港(n=66)

18.9 18.2
24.5ベトナム(n=143)

7.7 26.1
25.2タイ(n=687)

12.5 23.4
26.1マレーシア(n=257)

12.0 16.3
29.2シンガポール(n=209)

41.2 11.8
23.5ミャンマー(n=17)

13.6 25.6
25.6フィリピン(n=125)

13.2 39.7
21.5インドネシア(n=121)

22.7 9.1
22.7バングラデシュ(n=22)

18.1 22.3
12.7インド(n=166)

12.0 12.0
12.0スリランカ(n=25)

9.1 13.6
9.1パキスタン(n=22)

14.3 1.6
33.3ニュージーランド(n=63)

11.5 7.2
18.8オーストラリア(n=208)

新型インフルエンザが強毒化し
高い致死率(2％程度)となった場合の対応

(n=2,882)

早期に帰国あるいは
周辺諸国に退避

一部の駐在員のみ
帰国あるいは
周辺諸国に退避

現地に残留

その他

不明

22.4%

24.2%

4.5%

36.5%

ASEAN(n=1,559)

南西アジア(n=235)

オセアニア(n=271)

北東アジア(n=817)

0

各地域の不明と回答した企業の割合

25 50 75

35.1%

45.5%

50.6%

31.8%

「不明」と回答した企業
の割合(地域別)は、
ASEANと北東アジアが
相対的に低い。

国・地域別の帰国/

退避/残留の割合

 オセアニア(オーストラリア、ニュージーランド)を除くすべての国・地域
で、退避を計画している企業の割合が、残留の割合を上回った。

 インドネシアや香港では「退避」が多く、危機意識の高さを反映。

各国の残留 or  退避と回答した割合

0 20 40 60

早期に帰国あるいは
周辺諸国に退避

一部の駐在員のみ
帰国あるいは
周辺諸国に退避

現地に残留

(%)

(%)

12.5%
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基本給月額
（全17カ国・地域５職位）

オーストラリア(108)

ニュージーランド(30)

シンガポール(135)

香港(48)

韓国(35)

台湾(42)

マレーシア(90)

中国(170)

タイ(255)

インド(75)

フィリピン(37)

ベトナム(47)

バングラデシュ(6)

インドネシア(35)

スリランカ(7)

パキスタン(13)

ミャンマー(9)
4,000

3,812

2,834

2,331

1,842

1,748

1,188

722

571

549

365

344

333

295

232

225

114

520

2,0000

オーストラリア(29)

ニュージーランド(10)

シンガポール(43)

香港(9)

韓国(31)

台湾(51)

マレーシア(137)

タイ(352)

パキスタン(12)

インド(58)

フィリピン(69)

中国(316)

インドネシア(60)

ベトナム(71)

スリランカ(16)

バングラデシュ(14)

ミャンマー(16)

6,961

5,080

3,357

3,197

2,437

1,774

1,485

1,342

1,085

1,034

863

837

783

736

627

378

280
4,0000 2,000 6,000

オーストラリア(26)

ニュージーランド(9)

シンガポール(39)

香港(7)

韓国(23)

台湾(45)

マレーシア(131)

タイ(348)

パキスタン(12)

インド(57)

中国(303)

フィリピン(70)

インドネシア(59)

ベトナム(76)

スリランカ(15)

バングラデシュ(15)

ミャンマー(6)

4,862

3,734

1,997

1,880

1,675

1,152

745

540

489

450

448

344

291

287

280

175

58
4,0000 2,000

オーストラリア(33)

ニュージーランド(11)

香港(8)

韓国(27)

シンガポール(46)

台湾(52)

マレーシア(145)

タイ(367)

フィリピン(78)

中国(341)

インド(51)

インドネシア(65)

パキスタン(13)

スリランカ(17)

ベトナム(84)

ミャンマー(15)

バングラデシュ(16)

3,246

2,314

1,306

1,220

967

888

257

231

221

217

188

151

136

102

101

78

47
4,0002,0000

 オーストラリアの平均賃金(月額基本給)

は、製造業･非製造業全てのクラスで最
も高く、いずれも参考値である横浜市
(別調査)の賃金を上回った。

 中国の平均賃金は、非製造業ではオセ
アニア、アジアNIESおよびマレーシアに
次いで高いが、製造業のエンジニアや
マネージャークラスでは、タイやインドを
下回っており、金額の乖離も大きい。

 ASEANにおいてはベトナムの賃金が最
も低く、製造業･非製造業のいずれも、
インドを除く南西アジア(パキスタン、スリ
ランカ、バングラデシュ)と同程度のレベ
ルにある。

製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

(参考)

横浜市：2,965

(参考)

横浜市： 4,209

(参考)

横浜市： 5,395

単位： 米ドル 単位： 米ドル単位： 米ドル

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー

(参考)

横浜市： 2,940

単位： 米ドル 単位： 米ドル

オーストラリア(107)

ニュージーランド(31)

シンガポール(125)

香港(43)

韓国(31)

台湾(41)

マレーシア(82)

中国(141)

タイ(215)

インド(68)

フィリピン(36)

インドネシア(34)

バングラデシュ(4)

ベトナム(36)

スリランカ(6)

パキスタン(11)

ミャンマー(10)
4,000

6.981

4,955

4,037

3,293

2,844

2,092

1,689

1,424

1,357

1,030

974

959

848

828

794

377

1,274

2,0000 6,000

(参考)

横浜市： 5,753

ベトナム、ミャンマー以外の国については、回答は自国通貨建てで入手。各職種の自国通貨建て賃金の平均値を2009年9月の平均為替レート(各国中央銀行発表)にて米ドルに換算した値。ベトナム、ミャンマーは、回答企業に
よって通貨が異なる(自国通貨建て／米ドル建て)ため、自国通貨建ての企業の回答を一旦、米ドルに換算の上、加重平均した値。ミャンマーについては現地からの実勢レートで米ドルに換算した値。

(参考)：横浜市「平成21年度職種別民間給与実態調査(４月実施)」より09年4月の円・米ドル為替の平均レートから作成。
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年間実負担額
（全17カ国・地域５職位）

 製造業・非製造の全てのクラスでオース
トラリアの平均賃金が最も高い。また、
ニュージーランドおよびアジアNIEsにお
いて、全クラスで相対的に高い傾向が見
られる。

 2008年度調査結果と比較すると、中国
およびインドネシアでは、製造業・非製造
業の全クラスで平均賃金が上昇。

 ベトナムおよびインドでは、製造業の全ク
ラスで平均賃金が上昇。特にインドは、
前年比15～21％と上昇幅が大きい。一
方の非製造業では概ね横ばい。

 タイでは、製造業・非製造業の全クラスで
平均賃金が下落。とりわけ製造業の下落
幅が大きい(マイナス11％～24％)。

製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

オーストラリア(33)

ニュージーランド(12)

韓国(28)

シンガポール(43)

香港(7)

台湾(42)

タイ(318)

マレーシア(114)

中国(316)

フィリピン(72)

インドネシア(58)

インド(44)

パキスタン(12)

ベトナム(79)

スリランカ(15)

バングラデシュ(16)

ミャンマー(6)

42,414

34,109

24,646

20,852

20,174

15,200

4,449

4,197

4,107

3,606

3,454

3,213

2,470

1,903

1,646

906

547
40,000

オーストラリア(27)

ニュージーランド(9)

シンガポール(36)

韓国(24)

香港(6)

台湾(37)

マレーシア(109)

タイ(308)

中国(283)

パキスタン(11)

インド(52)

インドネシア(55)

フィリピン(66)

ベトナム(72)

スリランカ(14)

バングラデシュ(15)

ミャンマー(6)

67,590

46,621

32,658

31,178

26,515

19,114

12,068

9,197

8,262

8,070

5,748

5,544

4,520

3,829

3,339

1,046
40,000

8,094

80,000

オーストラリア(33)

ニュージーランド(11)

シンガポール(39)

香港(8)

韓国(31)

台湾(41)

マレーシア(114)

タイ(305)

パキスタン(11)

インド(53)

インドネシア(55)

中国(296)

フィリピン(63)

ベトナム(68)

スリランカ(14)

バングラデシュ(14)

ミャンマー(6)

93,998
68,122

52,682
47,579

42,660

30,442

22,782

21,522

18,989

14,858

14,694

13,956

11,500

9,979

6,873

2,463

18,978

40,000 80,000

(参考)

横浜市：41,757

(参考)

横浜市： 57,486

(参考)

横浜市： 64,956

単位： 米ドル 単位： 米ドル単位： 米ドル

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー

オーストラリア(118)

シンガポール(116)

ニュージーランド(33)

韓国(34)

香港(41)

台湾(39)

マレーシア(77)

タイ(225)

中国(149)

インド(72)

バングラデシュ(4)

フィリピン(34)

ベトナム(42)

インドネシア(32)

スリランカ(6)

パキスタン(11)

ミャンマー(9)

51,973

35,654

35,492

29,846

26,867

20,677

14,644

10,205

10,155

5,864

5,783

5,584

5,215

4,362

3,966

1,359
40,000

8,473

オーストラリア(120)

ニュージーランド(34)

シンガポール(108)

香港(39)

韓国(30)

台湾(39)

マレーシア(70)

中国(125)

タイ(194)

インド(66)

バングラデシュ(4)

フィリピン(33)

インドネシア(32)

パキスタン(11)

ベトナム(33)

スリランカ(6)

ミャンマー(10)

98,054

62,893

62,565

48,917

48,274

36,334

28,168

24,606

21,998

17,376

16,400

16,176

15,111

13,646

12,775

6,364
40,000

21,642

80,000

ベトナム、ミャンマー以外の国については、回答は自国通貨建てで入手。各職種の自国通貨建て賃金の平均値を2009年9月の平均為替レート(各国中央銀行発表)にて米ドルに換算した値。ベトナム、ミャンマーは、回答企
業によって通貨が異なる(自国通貨建て／米ドル建て)ため、自国通貨建ての企業の回答を一旦、米ドルに換算の上、加重平均した値。ミャンマーについては現地からの実勢レートで米ドルに換算した値。

(参考)：横浜市「平成21年度職種別民間給与実態調査(４月実施)」より09年4月の円・米ドル為替の平均レートから作成。

(参考)

横浜市： 39,699

(参考)

横浜市： 70,572

単位： 米ドル 単位： 米ドル
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基本給月額
（中国 市別 ５職位）

製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー

(単位：元)

4,449

3,805

3,759

3,751

3,233

2,935

0 2,500 5,000

上海市(n=64)

広州市(n=16)

深圳市(n=9)

北京市(n=28)

大連市(n=11)

青島市(n=15)

13,115

10,394

10,156

9,924

9,729

7,335

0 5,000 10,000 15,000

深圳市(n=7)

広州市(n=13)

大連市(n=9)

上海市(n=50)

北京市(n=26)

青島市(n=12)

4,784
4,323

3,869
3,474

3,186
2,900
2,864

2,625
2,623

2,474
2,363

1,800
1,769

0 2,000 4,000 6,000

北京市(n=12)

上海市(n=38)

深圳市(n=16)

広州市(n=16)

蘇州市(n=23)

瀋陽市(n=8)

大連市(n=22)

中山市(n=6)

天津市(n=13)

東莞市(n=28)

青島市(n=33)

沸山市(n=6)

煙台市(n=6)

 中国の市別の平均賃金(月額)を
比較すると､製造業は､作業員､
エンジニア､マネージャーのい
ずれの職位も北京市が一番高
く､最も低い市の2.5～2.9倍と
なっている。

 非製造業は､スタッフ職が上海
市､マネージャー職が深セン市
が最も高く､それぞれ､最も低い
青島市のそれぞれ1.5倍､1.7倍と
なっている。

2,588
2,063

1,602
1,588
1,553

1,470
1,442
1,425
1,408

1,344
1,175

1,061
1,026

868

0 1,000 2,000 3,000

北京市(n=19)
上海市(n=39)
深圳市(n=17)
天津市(n=14)
広州市(n=16)
大連市(n=28)
蘇州市(n=25)
桐蘆市(n=5)
沸山市(n=7)
瀋陽市(n=8)
青島市(n=39)
煙台市(n=6)
東莞市(n=31)
中山市(n=6)

8,188
7,513

7,269
6,779
6,727
6,580

5,904
5,327
5,212

4,213
4,122

3,585
3,308

0 2,000 4,000 6,000 8,00010,000

北京市(n=19)

上海市(n=41)

深圳市(n=16)

蘇州市(n=20)

広州市(n=15)

中山市(n=5)

東莞市(n=26)

天津市(n=11)

大連市(n=27)

瀋陽市(n=8)

青島市(n=36)

煙台市(n=6)

沸山市(n=6)

(注)各職位､サンプル数５以上の市のみ掲載。異常値棄却後の平均値。
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基本給月額
（中国 業種別 ５職位）

製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー

(単位：元)

5,080

3,770

3,545

3,509

3,268

3,125

3,086

2,740

2,485

2,478

2,475

2,433

2,377

2,298

2,144

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

鉄鋼(5)

精密機械(12)

一般機械(17)

電気機械(32)

電気部品(46)

石油製品(17)

輸送用機器部品(25)

非鉄金属(5)

金属製品(17)

衣服・繊維(9)

プラスチック(20)

窯業・土石(6)

食品・農水産(25)

ゴム製品(5)

繊維・紡績(9)

1,802

1,785

1,730

1,652

1,572

1,567

1,500

1,474

1,417

1,304

1,255

1,244

1,242

1,178

1,140

1,061

0 500 1,000 1,500 2,000

石油製品(17)

電気機械(33)

一般機械(19)

精密機械(12)

繊維・紡績(10)

鉄鋼(6)

食品・農水産(38)

非鉄金属(5)

衣服・繊維(15)

金属製品(20)

電気部品(50)

輸送用機器(5)

輸送用機器部品(26)

窯業・土石(6)

プラスチック(21)

ゴム製品(6)

7,373

6,918

6,642

6,418

5,976

5,805

5,800

5,595

5,277

5,020

4,821

4,765

4,685

4,242

3,783

0 2,000 4,000 6,000 8,000

精密機械(11)

一般機械(18)

鉄鋼(6)

電気部品(48)

電気機械(33)

輸送用機器部品(22)

非鉄金属(5)

ゴム製品(5)

石油製品(15)

金属製品(20)

繊維・紡績(10)

プラスチック(20)

衣服・繊維(13)

食品・農水産(32)

窯業・土石(6)

4,833

4,500

4,398

3,775

3,604

2,488

0 2,000 4,000 6,000

銀行(6)

建設(4)

商社(37)

販売会社(31)

通信・ソフト(16)

運輸・倉庫(17)

10,025

9,232

8,821

6,951

0 5,000 10,000 15,000

商社(28)

通信・ソフト(14)

販売会社(23)

運輸・倉庫(16)

(注)各職位､サンプル数５以上の業種のみ掲載。異常値棄却後の平均値。
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年間実負担額
（中国 市別 ５職位）

製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー

(単位：元)

79,246

70,634

68,966

58,606

58,056

55,877

0 40,000 80,000

上海市(n=53)

広州市(n=15)

北京市(n=27)

大連市(n=9)

深圳市(n=8)

青島市(n=13)

224,609

189,731

176,276

169,722

160,288

128,950

0 100,000 200,000

深圳市(n=6)

広州市(n=12)

上海市(n=41)

北京市(n=25)

大連市(n=8)

青島市(n=12)

82,047
81,674

65,494
65,259

61,478
59,826

51,682
50,009

48,184
44,643
44,472

41,472
34,642

0 40,000 80,000

上海市(n=38)

北京市(n=11)

大連市(n=19)

広州市(n=15)

深圳市(n=16)

蘇州市(n=20)

中山市(n=5)

瀋陽市(n=7)

天津市(n=14)

沸山市(n=6)

東莞市(n=25)

青島市(n=32)

煙台市(n=6)

146,205

137,044

121,731

113,646

110,844

102,542

96,029

92,743

77,797

73,489

71,786

61,805

0 100,000 200,000

北京市(n=18)

上海市(n=40)

蘇州市(n=20)

広州市(n=14)

深圳市(n=16)

大連市(n=24)

東莞市(n=23)

天津市(n=12)

沸山市(n=6)

瀋陽市(n=7)

青島市(n=35)

煙台市(n=6)

(注)各職位､サンプル数５以上の市のみ掲載。異常値棄却後の平均値。

 中国の平均賃金(年間実負担額)

を省市別にみると､製造業では
各職位とも北京市､上海市が上
位に､山東省、広東省の市が下
位に並ぶ。

 非製造業では､上海市､広東省の
市が上位に並ぶ。

 年間実負担額を基本給月額と比
較すると､製造業は､基本給月額
の15～25倍､非製造業は､基本給
月額の15～19倍となっている。

42,720
38,987

35,128
34,795

30,733
29,724
29,247

27,559
27,106

23,732
22,007

20,800
20,391
20,168

0 25,000 50,000

北京市(n=18)
上海市(n=39)
沸山市(n=7)
桐蘆市(n=5)
広州市(n=15)
蘇州市(n=23)
深圳市(n=17)
大連市(n=24)
天津市(n=14)
瀋陽市(n=7)
青島市(n=38)
中山市(n=5)
煙台市(n=6)
東莞市(n=27)
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年間実負担額
（中国 業種別 ５職位）

製造業・作業員 製造業・エンジニア 製造業・マネージャー

非製造業・スタッフ 非製造業・マネージャー

(単位：元)

74,164

70,622

67,369

65,577

65,561

56,424

56,004

55,708

49,700

48,691

45,262

44,638

40,948

39,750

39,190

0 20,000 40,000 60,000 80,000

電気機械(28)

鉄鋼(5)

一般機械(17)

精密機械(12)

輸送用機器部品(25)

石油製品(15)

電気部品(41)

非鉄金属(5)

窯業・土石(6)

プラスチック(16)

繊維・紡績(9)

金属製品(16)

ゴム製品(5)

食品・農水産(24)

衣服・繊維(8)

35,246

33,905

32,589

30,622

30,330

29,664

27,420

26,623

25,925

25,578

24,501

24,147

24,097

23,095

20,188

0 20,000 40,000

一般機械(18)

電気機械(29)

石油製品(14)

精密機械(12)

繊維・紡績(9)

非鉄金属(5)

輸送用機器部品(25)

鉄鋼(6)

窯業・土石(6)

食品・農水産(36)

金属製品(19)

衣服・繊維(14)

電気部品(45)

プラスチック(18)

ゴム製品(5)

127,748

122,327

118,475

115,230

110,840

108,106

104,006

97,547

90,812

88,210

82,526

72,792

70,918

66,690

0 40,000 80,000 120,000

一般機械(17)

精密機械(11)

輸送用機器部品(22)

電気機械(30)

非鉄金属(5)

電気部品(42)

繊維・紡績(9)

鉄鋼(6)

プラスチック(17)

石油製品(14)

金属製品(19)

窯業・土石(6)

衣服・繊維(12)

食品・農水産(31)

96,731

76,058

70,600

65,530

65,057

45,474

0 50,000 100,000 150,000

建設(5)

商社(32)

銀行(5)

販売会社(26)

通信・ソフト(15)

運輸・倉庫(17)

171,655

169,989

151,231

121,928

0 100,000 200,000

商社(28)

販売会社(18)

通信・ソフト(13)

運輸・倉庫(15)

(注)各職位､サンプル数５以上の業種のみ掲載。異常値棄却後の平均値。


